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令和３年８月２３日

京都府住宅審議会

会長 髙田 光雄 様

基本政策部会

部会長 髙田 光雄

付議事項に関する部会審議報告について

令和２年１０月２日付けで付議のあった下記のことについて、別添のとおり報告

します。

記

付議事項 令和２年７月１６日付け２住第４６６号で京都府知事から本審議会に諮

問された事項に係る審議

１ 今後１０年間の住宅政策のあり方について

２ 今後１０年間の住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進の

あり方について

資料１－１

- 1 -



- 2 -



１ 今後１０年の住宅政策のあり方について

２ 今後１０年の住宅確保要配慮者に対する
賃貸住宅の供給促進のあり方について

－ 中間とりまとめ（案）－

令和３年○月○日

京都府住宅審議会

（別添）
資料１－２
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１．京都府の住宅・住生活にかかる現状と課題等

(1) 社会経済情勢等の変化
京都府においては住生活基本法に基づき平成19年3月に「京都府住生活基本計画」を策定

し、その後「今後10年間の住宅政策のあり方について(答申）（平成28年11月17日 京都府
住宅審議会)」を踏まえ、平成29年1月には計画の第２回見直しを行い、住生活の安定の確
保と向上の促進に向けた施策を推進しているところであるが、府の住宅・住生活をとりま
く現状等を鑑みると、以下のような社会経済情勢等の変化に直面している状況にある。

○ 世帯の状況
・単身世帯の更なる増加及び高齢化に伴う社会的孤立のリスク上昇

○ 子育て環境
・全国の中でも特に低い合計特殊出生率、女性人口の減少等に伴う出生数の減少
・子育て世帯の約６割が共働き世帯
・テレワーク等の進展による個室需要と相まって、特に子育て世帯で住宅の広さや間取り
を重要視

○ 高齢化
・特に都市部において単身高齢者世帯が増加する中で、住宅のバリアフリー化を一層促進
する必要性

○ 住宅セーフティネット
・新たな住宅セーフティネット制度創設に伴う民間賃貸住宅ストック活用への期待
・住宅確保要配慮者に対する入居拒否の実態を踏まえた受入れ先確保の必要性

○ 地域特性
・働き方改革、コロナ禍等を背景に、二地域居住、地方移住などの新たな住まい方に対す
る関心が向上

・日本海に面する北部地域から中部の丹波山地を経て、京阪神都市圏に連なる南部地域ま
で、南北に長い地形により、様々な気候風土や文化を有する各地域で、地域特性を活か
したまちづくりや施策が進展

○ 住宅ストック
・地域間で異なる空き家率の状況（北部及び中部で増加する一方、都心部及び南部では横
ばいで推移）

・空き家総数はここ20年で約27％増加。近年は法や税制での対応により急激な増加は収ま
っているが、今後のさらなる増加の可能性に向け、引き続きの対策が必要

○ 地球環境・エネルギー
・国政レベルの将来の目標や住宅における省エネルギー基準適合義務化を見据えた、幅広
い視点による省エネルギー対策の必要性

○ 災害
・近年の災害の頻発化・激甚化にみる既存想定を超える災害発生のおそれ
・不動産取引における水害リスクに係る情報提供の義務化等、住情報との連携による防災
への取り組みが重要

○ 住教育・住情報
・住宅相談による事後の対策のみならず、府民一人ひとりの住宅に関する知見を広げるた
めの情報提供・教育の必要性

○ 新型コロナウイルス感染症の影響
・テレワーク空間、通風・換気、住戸内の遮音性等の新たな住宅性能に対する需要及び関
心の向上

(2) 関連計画
京都府では、府全体の長期的な展望の元での総合的な計画の下に、その実現をめざし、

各政策分野が互いに連携しながら積極的な施策に取り組むことが必要であり、その中で住
宅政策は府民の住生活の安定と向上を担う立場から、京都府住生活基本計画に基づいて施
策を推進すべきである。
なお、京都府住生活基本計画は、国が策定する住生活基本計画（全国計画）に即して定

めるものとされている。
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＜京都府総合計画「京都夢実現プラン」（令和元年12月策定）＞
20年後に実現したい京都府の将来像
１．人とコミュニティを大切にする共生の京都府
２．文化の力で新たな価値を創造する京都府
３．豊かな産業を守り創造する京都府
４．環境にやさしく安心・安全な京都府

＜住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月策定予定）＞
国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画
３つの視点から８つの目標を設定
①「社会環境の変化」の視点
目標１ 「新たな日常」やDXの進展等に対応した新しい住まい方の実現
目標２ 頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住宅・住宅地の形成と被災

者の住まいの確保
②「居住者・コミュニティ」の視点
目標３ 子供を産み育てやすい住まいの実現
目標４ 多様な世代が支え合い、高齢者が健康で安心して暮らせるコミュニティの形

成とまちづくり
目標５ 住宅確保要配慮者が安心して暮らせるセーフティネット機能の整備
③「住宅ストック・産業の視点」
目標６ 脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅ストックの形成
目標７ 空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用の一体的推進
目標８ 居住者の利便性や豊かさを向上させる住生活産業の発展

２．住宅政策の方向性と施策の推進について
前述のような住宅・住生活にかかる現状と課題が指摘される一方、府では交通基盤整備の
進展を活かして、各地で産業や交流施設の立地や計画が進められ「もう一つの京都」など地
域の活性化に向けた取り組みが活発に行われている。
また、京都夢実現プランにおいて、「共生の京都府」や「新たな価値の創造」、「環境にや
さしく、安心・安全」といった将来像に向けた取組が進められている。
これらの課題解決、地域の発展の支援、府の将来像実現のため、府民の生活の基盤である
住宅に関し、地域ごとの状況を踏まえた上で、京都府ならではの住宅政策の方向性を定め、
市町村や関係団体等と連携して各種施策を総合的・重点的に推進していくことが必要であ
る。
また、住宅政策のみにとどまらず、他部局との連携を要する施策については、部局間での
十分な認識共有のもと、その推進に努めるべきである。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響による生活等の変化への対応については、将来的
な施策の継続の必要性について、慎重に見極めることが重要である。

(1) 子育てに優しい社会を支える住まいづくり・住環境整備
・社会全体での結婚から子育てが終わるまでの切れ目のない支援に向けて、子育てしやすい住
環境の整備を図るべき。

【子育てしやすい住宅の普及促進】
・子育て世帯が基本的に住宅に求めるのは「住宅の広さ・間取り」や「収納の多さ・使い勝手」
であり、これらを備えた住宅確保ができるような支援を図るべき。

・公営住宅においても、住棟や集会所について子育て世帯が利用しやすいような整備を進める
とともに、空き家活用や住棟内住み替えなど、入居制度の柔軟な運用により子育て世帯をサ
ポートする取組を進めるべき。

・子育て世帯の住宅確保に向け、多世代同居・近居も含めた多様な選択ができるような支援も
必要であり、そのための市場の環境整備を検討すべき。

・「子育てにやさしい住宅・住環境ガイドライン」の周知等を通じて、適切な住情報の提供を
図るべき。
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【安心して子どもを産み育てることができる住環境の整備】
・子育て世帯を地域ぐるみでサポートできるよう、共同住宅の共用部分や空き家を子育て支援
活動に活用できるような空間形成の推進と、そのような空間を上手く活用できるよう支援す
るきめ細やかな取組を進めるべき。

・新婚世帯や未婚者を含むこれから子育てする世帯が今後子どもを産み育てることができると
実感できる住宅を確保できるよう、公的・民間賃貸住宅への入居支援などの取組を推進すべ
き。

・コロナ禍を契機とした郊外への移住促進に向けては、時短勤務の働きかけや保育時間の延長
など、労働・保育などの関連部局と連携し、子育て世帯でも移住可能な環境整備の実現に向
けた取組を図るべき。

(2) 高齢者をはじめ、全ての世代が暮らしやすい住まいづくり・住環境整備
【高齢になっても住み慣れたコミュニティの中で自立して暮らせる住環境の形成】
・単身高齢者世帯は今後さらに増加する傾向であり、住まいに対する不安やとまどいに寄り添
いながらのサポート、受け皿住宅の確保とともに、福祉部局・団体との連携による見守りや
生活相談の充実等、対象を絞った対策を図るべき。

・低所得高齢世帯への公的・民間賃貸住宅への入居支援を推進すべき。
・高齢者の身体的な特性を考慮した災害・火災対策への取組による不安解消とともに、災害時
に孤立させないためのソフト面からの支援も検討すべき。

・サービス付き高齢者向け住宅等の供給や地域交流拠点の整備等を図るべき。
・高齢者同士や高齢者と若者とが支え合う住まいの仕組みづくりを検討すべき。
・長寿命化はさらに進み、後期高齢化社会への対応の必要性が生じている今、前期高齢者の段
階で住まいの選択が可能なように、現在の住居の情報など、高齢者の多様なニーズに応える
住情報の提供を図るべき。

【高齢になっても安心して暮らせる住宅の普及促進】
・高齢者の各種ニーズに対応した福祉施策との連携強化により、地域における福祉サービスと
も有機的に連携した住宅改修の促進を図るべき。

・バリアフリー改修などの促進のために、助成、融資制度の充実とリバースモーゲージなどの
有効な制度活用に向けた啓発の強化に取り組むべき。また、離れて暮らす身内などでも使い
やすい相談窓口の柔軟な運用を検討すべき。

・有効なリフォーム支援として、高齢期になる前の経済的な余力のある層を対象にすることも
検討すべき。

・リモートによる健康状態の監視や在宅診療といった新しい技術を使った設備の導入など、高
齢者の安心・安全な生活をサポートする住宅の普及についても検討すべき。

・高齢者向け設備の充実は「住宅への投資」という視点からも啓発すべき。

(3) 重層的な住宅セーフティネットにより全ての人が安心して暮らせる住生活の実現
【住宅セーフティネット制度の実効性ある運用】
・居住支援法人相互の連携や情報共有の場を持つことにより、法人のノウハウ蓄積を図り、京
都府独自の施策も担えるよう、その役割や位置づけを強化、明確にすべき。

・要配慮者の入居を拒まない「セーフティネット住宅」について実効性のある制度運用を進め
るべき。

・居住支援協議会を活用した行政・住宅事業者・福祉団体等の連携強化を図るべき。
・市町村ごとなど、地域レベルでの連携に向けた取り組みを強化すべき。
【民間賃貸住宅ストックの活用】
・耐震性などを適切に備えた民間賃貸住宅が安定的に供給される条件を整備するとともに、希
望する住宅への入居が経済的に困難な者への支援をさらに進めるべき。

・賃貸住宅の空き家状況と入居を求める要配慮者のマッチングが円滑に進むように、民間事業
者やＮＰＯ団体との連携を強化し、情報提供窓口などの充実を図るべき。

・高齢者入居等サポーター制度の普及促進による要配慮者への情報提供の推進
【公営住宅等による支援】
・公営住宅の供給においては費用対効果を踏まえた安定的な供給方法の検討と併せ、地域にお
ける公的賃貸住宅全体のストック数や地域特性、需給バランスを踏まえた適正な供給量の検
討を行うべき。

- 7 -



・要配慮者のニーズに合った住宅供給を行うとともに、管理の適正化や入居制度の柔軟な運用
により、引き続き民間市場との適切な役割分担により住宅セーフティネットを担うべき。

・公営住宅でもインターネット環境整備や宅配ボックスの設置など、コロナ対策の視点からの
取組も検討すべき。

(4) 地域の文化・特性の継承・発展
・気候風土や文化、課題などが地域により様々な京都府内において、地域特性を活かした持続
可能で魅力あるまちづくりを推進すべき。

・京都府は北部から南部まで地域性が異なるため、市町村の意向や地域の住宅事情を把握し、
その主体的な取組支援に繋がる施策を検討すべき。

・市町村が行う空き家バンクと移住促進施策の連携強化を図るべき。
・これまでの先進的な団地再生などの取組で得られたノウハウを汎用化し、他の事業主体への
継承に努めるべき。

・地域の課題に対応し、多様な世代がつながり交流するコミュニティミックスの推進や定住・
移住促進、防災まちづくり等を進めるべき。

・地域力向上や地域コミュニティ活性化を図るための活動を行う各種団体との連携やその活動
支援を進めるべき。

・景観や建築文化など京都の特性を活かした施策の展開や取組支援を進めるべき。

(5) 良好な住宅ストックの形成・維持・継承
【良好なストックの形成と流通】
・地域における既存ストックの活用促進に向け、住環境なども兼ね備えた良質な中古住宅の流
通促進を図るべき。

・耐震化やバリアフリー化、省エネ化、防災性能向上等の住宅改修や一部除却の推進による既
存住宅ストックの質の向上を図るべき。

・建物状況調査(インスペクション)や住宅性能表示制度など、建物の価値が適正に評価される
ための国や民間における各種制度のいっそうの普及促進を図るべき。

・居住者のニーズの変化に応じ、将来の間取りや規模変更が容易な柔軟な発想の平面計画の普
及に努めるべき。

・住みたい地域で、希望者の事情に応じ持ち家や賃貸住宅が選択できるなど、住宅地としての
計画の誘導も施策として検討すべき。

【空き家の発生防止に向けた取組】
・空き家による環境悪化の防止は所有者への啓発が最も重要であり、そのための取組として、
まずは市町村、関係団体との連携強化を図るとともに、不動産事業者への相談誘導なども検
討すべき。

・仮に空き家となっても、地域住民等との連携による見守りや管理による周辺への悪影響防止
を検討すべきであり、先進的な取組事例の他地域への展開も図るべき。

【空き家の有効活用】
・空き家バンクとこれに併用可能な移住や改修などの支援制度の情報をセットでわかりやすく
発信するなど、空き家バンクの活用推進に努めるべき。

・市場において空き家と入居希望者のマッチングが不十分であることを踏まえ、ＮＰＯ団体等
への空き家情報提供など、気軽に相談できる窓口を広げるべき。

・空き家対策に当たっては、地域に密着した拠点施設等としての空き家の活用方策を関係者が
連携して検討すべき。

【コロナ禍や働き方改革を契機とした空き家等の有効活用】
・集合住宅の共用スペースや空き家を、在宅勤務空間として、また地域の交流の場として活用
できるよう検討すべき。

・府営住宅でも、空き家の活用について検討すべき。
・賃貸住宅でも原状回復が容易にできる在宅勤務空間のための住宅改修方法も検討すべき。
【マンション対策】
・今後老朽化するマンショが増える見込みであり、建替えや大規模改修などの支援を検討すべ
き。

・マンション管理適正化計画の策定に向けた市への啓発とともに、府や先進自治体、関係機関
が情報やノウハウの提供・支援を行うべき。
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(6) 脱炭素社会を見据えた環境・エネルギー問題への対応
・新築・改修等を問わずあらゆる段階における長寿命化や府内産材利用の促進をさらに進める
べき。

・長期優良住宅の普及促進や建築文化を活かした省エネルギー化の推進を図るべき。
・住宅における環境対策として、その基本としている断熱、気密性の向上と省エネ性能の高い
設備の導入促進、長寿命化等を柱に、日々の生活や運用面での取組強化という視点も踏まえ
ながら新築・既存住宅いずれにも支援の取組を進めるべき。

・環境対策上高性能な設備導入については、所得層にかかわらずあらゆる世帯で取り組めるよ
うに、公営住宅においても地球全体の環境対策の視点から検討すべき。

・これまでの公営住宅における環境対策の効果を検証し、有効な対策は積極的に活用すべき。
・京町家など、伝統的な住宅が持つ環境面の特性を活かした施策の推進にも取り組むべき。
・断熱性能が不足する住宅が心疾患リスクを増大させるなど、健康問題からの意識啓発にも取
り組むべき。

・住宅施策からの再生可能エネルギーの導入・活用について検討すべき。
・国政レベルの将来目標（2030年代後半ガソリン車の販売禁止、2050年カーボンニュートラル）
へ地方の住宅政策の立場からどう対応していくかも検討すべき。特に集合住宅におけるＥＶ
の充電設備について導入支援を検討すべき。

【コロナ禍を契機とした住宅性能向上の視点】
・換気や通風を「住宅の性能」としてとらえた視点から、具体的な基準設定や性能向上に向け
た支援制度を検討すべき。

・特に通風は開口部の配置など、建築の計画の中で取り入れる必要が生じていることも踏まえ
て取り組むべき。

・シックハウス対策やＣＯ２対策などの既存の換気基準とは区別された、コロナ対策に特化し
た換気性能のあり方について検討すべき。

・住戸内における各部屋間での遮音性能についてもその必要性は今後着目すべき。

(7) 頻発・激甚化する災害への備え
【防災・減災への取組】
・防災への取組は「地域の防災まちづくり」として住民が自ら取り組むという観点も重視すべ
き。

・災害の危険性の高い地域の住宅開発・建築の抑制など、地域防災計画や都市計画を踏まえた
防災対策をさらに推進すべき。

・「ハザードマップ」、「水害履歴」、「盛土、切り土」など災害の危険性の高い地域の情報を府
民が把握することは非常に重要であり、不動産取引の場面で、そのような情報が流通する仕
組みづくりを検討すべき。

・府民がハザードマップの情報を得やすいように、公開状況や取得方法の周知を強化すべき。
・浸水情報はハザードマップだけでなく、身近な支川や農業用水など、きめ細かな情報の充実
を図るべき。

・危険性の高い宅地の既存居住者に対する実効性のある移転促進制度の検討とともに、移転完
了前の災害発生を見越し、地域コミュニティの移転も含めた事前復興計画を検討すべき。

・住宅の耐震診断、耐震改修の推進と併せて、簡易改修や耐震シェルターなどの制度活用に向
けた周知活動を強化すべき。

・高齢者など要配慮者に対する安全な住まいへの意識啓発や支援は特に重要であり、これらに
特化した施策も強化すべき。

・府営住宅など公的賃貸住宅団地における災害対策（雨水貯留施設の設置等）を進め、地域全
体の役割分担の中で地域防災への貢献を推進すべき。

・コロナ禍を契機とした外出の自粛等に伴い、デジタル技術を活用した地域コミュニティの維
持やオンラインによる防災訓練など災害対策の取組にも反映すべき。

【災害発生時における被災者の住まいに対する取組】
・被災者に対する応急的な住宅の提供には既存ストック活用や感染症対策の視点も踏まえるべ
き。

・公的賃貸住宅をはじめ、集合住宅においては、浸水時に上階へ避難する「垂直避難」にも資
する取組を図るべき。
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【被災地の復興への取組】
・被災住宅の復興に向けた助成・融資制度については、例えば住宅金融支援機構の「災害復興
住宅融資」の窓口である民間金融機関との日常的な情報交換や連携など、発災後の円滑な実
施に向けた取組を図るべき。

・災害発生時の住宅再建に向けた関係団体との連携について、マニュアル整備や平時からの訓
練などに努めるべき。

・食物、物資、エネルギー等を住宅単体・共同で確保し、災害による停電、断水時等にも居住
継続が可能な住宅・住宅地のレジリエンス機能の向上について検討すべき。

(8) 住まいの多様な情報が身近にある環境
・住情報の発信は多様な媒体を活用し、必要な人に必要な情報が的確に届くような仕組みを検
討すべき。

・発信元の一元化による総合的な情報と各主体の役割分担による、より専門的な情報が得られ
るよう、府民に分かりやすい情報発信体制の構築を検討すべき

・住まいに関する相談については、府民がそれぞれの事情に応じ、身近な場所・窓口・方法で
できるよう、府と市町村・事業者・関係団体・ＮＰＯなどの連携を強化すべき。

・住教育に関しては、年齢や学年に応じ、住宅を「自らの身近な問題」として、また「地域の
問題」として考える機会の提供という観点で取り組むべき。

・住教育については個々の住民が地域コミュニティの一員として住み続ける際に必要な地域コ
ミュニティ活動や区分所有による合意形成の困難さを伴う居住ルールなど、幅広な取組を行
うべき。

３．住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進のあり方について
京都府における住宅確保要配慮者の住宅確保は依然として様々な課題があり、要配慮者に
対する賃貸住宅の供給と円滑な入居のための取組をいっそう推進するため、京都府住生活基
本計画の見直しに合わせ、京都府では「京都府賃貸住宅供給促進計画」を策定することとさ
れている。
また、京都の特徴でもある学生なども含め、困窮世帯への居住支援は、単に住宅の確保に
とどまらず「定住」や「地域づくり」など、誰もが生き生きと暮らし幸せを実感できる「共
生の京都府」の実現の第一歩にもなることを踏まえ、本項では重層的なセーフティネットの
構築について、さらに施策の方向性を示すものである。
住宅セーフティネットについては、社会情勢の変化や賃貸住宅市場の動向等を踏まえつつ、
公営住宅、その他の公的賃貸住宅及び民間賃貸住宅がその役割を分担・補完しながら重層的
かつ柔軟に構築されることが望ましい。
また、要配慮者の属性を十分理解した上で、住宅部局だけでなく福祉部局や市町村、関連
団体との連携の下で進めていくことが必要である。

(1) 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標について
【住宅確保要配慮者の範囲】
・要配慮者の範囲については、多様な属性の世帯の賃貸住宅へのニーズ及び入居実態を把握の
上、広く対象にすることを基本とするが、支援に当たっては「明確な基準」や「公平性確保」
など慎重に検討すべき。

・「子育て世帯」や「高齢者世帯」、「障害者世帯」等に加え、「子育て環境日本一」を目指す京
都府としては、「妊婦」も要配慮者の対象として検討すべき。

・その他の属性についても、引き続きその実情を見ながら対象に追加することを検討すべき。
【賃貸住宅の供給の目標】
・住生活基本計画や公営住宅等長寿命化計画と整合し、できるだけ定量的に定めるべき。

(2) 目標達成のために必要な事項
【公的賃貸住宅の供給の促進】
・公営住宅は民間賃他住宅が不足する地域での居住の安定を担うとともに、定住促進や地域活
性化などの施策効果にも注目し、市町村や地元住民が実施する地域のまちづくりとの連携の
視点も踏まえて供給すべき。

- 10 -



・公営住宅の整備に当たっては、子育て世帯、高齢者世帯などの福祉施設併設などによる周辺
地域の居住環境向上の視点も考慮すべき。

・その他の公的賃貸住宅は公営住宅を補完する賃貸住宅として供給が図られるものであるが、
その役割として多様な世代によるコミュニティミックスの実現など、地域のまちづくりや活
性化への寄与も図られるべき。

・高齢者や障害者以外の単身の低額所得者なども含め、要配慮者のニーズに合った住宅供給を
行うとともに、管理の適正化や入居制度の柔軟な運用により、引き続き民間市場との適切な
役割分担により住宅セーフティネットを担うべき。

・住棟や集会所について子育て世帯が利用しやすいような整備を進めるとともに、空き家活用
や住棟内住み替えなど、入居制度の柔軟な運用により子育て世帯をサポートする取組を進め
るべき。【再掲】

・単身高齢者世帯は今後さらに増加する傾向であり、住まいに対する不安やとまどいに寄り添
いながらのサポート、受け皿住宅の確保とともに、福祉部局・団体との連携による見守りや
生活相談の充実等、対象を絞った対策を図るべき。【再掲】

【民間賃貸住宅への円滑な入居】
・高齢者等入居サポーターを活用するなど、要配慮者の入居を拒まない「セーフティネット住
宅」の登録促進に向け、ニーズや課題の把握とともに賃貸人への啓発を進めるべき。

・啓発に当たっては要配慮者に対する賃貸人等への不安感の解消も課題であり、不安感を減ら
す仕組みづくりに向け、まずは入居者支援などのソフト対策を検討すべき。

・高齢者や外国人、ＬＧＢＴなどの住宅確保要配慮者の入居の促進のためには、これらのもの
に対する賃貸人等の差別意識をなくす啓発にも取り組むべき。

・耐震性を含め必要な設備を適切に備えた民間賃貸住宅が安定的に供給されるようなインセン
ティブを検討するとともに、希望する住宅への入居が経済的に困難な者への支援をさらに進
めるべき。

・賃貸住宅の空き家対策の効果も期待できる「空き家と入居を求める要配慮者のマッチング」
が円滑に進むように、居住支援協議会を活用した行政・住宅事業者・福祉団体等や、さらに
はＮＰＯ団体等との連携を強化し、情報提供窓口などの充実を図るべき。

・行政や居住支援協議会との連携の下で、居住支援法人相互の情報共有の場を持つことにより、
法人のノウハウ蓄積を図り、京都府独自の施策も担えるよう、その役割や位置づけを強化、
明確にすべき。

・子育て世帯やＵＩＪターンなどニーズが様々な住宅確保要配慮者に対しては、居住支援法人
も活用し、個々の実情に応じた課題把握に努め、入居支援を検討すべき。

・子育て世帯の住宅確保に向け、多世代同居・近居も含めた多様な選択ができるような支援も
必要であり、そのための市場の環境整備を検討すべき。【再掲】

【登録住宅の面積基準の強化・緩和】
・登録住宅の面積基準に関しては、府内の活用可能な賃貸住宅ストック数を踏まえ、独自基準
による強化・緩和の必要性は少ないが、ストックの地域差の考慮や、設備共用のない一般的
な住宅の面積基準(25㎡以上)が単身世帯にも適切かについては検討しておくべき。

【賃貸住宅の管理の適正化】
・耐震性不足など災害に弱い住宅には要配慮者が居住している例が比較的多く、耐震改修に対
する補助や低利融資などを活用した補強や住み替えなどの啓発と実現の仕組みが必要

- 11 -



- 12 -



住宅関連データ
資料１－３

１ 世帯の状況 ・・・ P. 15
⑴ 年齢階級別 人口の推移（京都府）
⑵ 家族類型別世帯割合（京都府）
⑶ 年齢階級別 単独世帯割合の推移（京都府）

２ 子育て支援 ・・・ P. 16
⑴ 合計特殊出生率と出生数の推移（全国・京都府）
⑵ 子どものいる夫婦世帯の年収階級別割合（京都府）
⑶ 共働き世帯の推移（京都府）
⑷ 住まいにおいて重要と思う項目（京都府）

３ 住宅セーフティネット ・・・ P. 18
⑴ 新たな住宅セーフティネット制度
⑵ 賃貸住宅における入居拒否の状況（京都府）
⑶ 賃貸住宅ストックの概要（京都府）
⑷ 床面積別・家賃別民営借家数（京都府）
⑸ 活用可能な民間賃貸住宅ストックの推計（京都府）

４ 高齢化社会への対応 ・・・ P. 21
⑴ 高齢者がいる世帯数の推移（京都府・地域別）
⑵ 高齢者等のための設備のある住宅の割合（市町村別）
⑶ 高齢者世帯の居住環境に関する不満（京都府）

５ 既存ストック・空き家 ・・・ P. 23
⑴ 空き家の状況（市町村別）
⑵ 空き家の種類別内訳（市町村別）
⑶ 空き家率の推移（京都府・地域別）

６ 地域特性の発揮 ・・・ P. 25
⑴ 人口、人口密度（市町村別）
⑵ 人口・世帯の推移（地域別）
⑶ 建て方別住宅数（地域別・市町村別）
⑷ 所有関係別住宅数（地域別・市町村別）
⑸ 二地域居住（デュアルライフ）の状況
⑹ 専業兼業別 販売農家数の推移（京都府）

７ 災害対策等の推進 ・・・ P. 31
⑴ 最近の災害による住家被害状況（京都府）
⑵ 宅地建物取引業法施行規則の改正 (R2.8.28施行)
⑶ 洪水浸水想定区域の分布状況（京都府）
⑷ 洪水浸水想定区域と人口集中地区の関係（京都府）
⑸ 土砂災害警戒区域等の分布状況（京都府）

８ 住教育・住情報 ・・・ P. 35
⑴ 京都府住宅相談所（京都府住宅供給公社内） 相談件数
⑵ 住まいるダイヤル相談件数（全国）

９ 地球環境・エネルギー問題 ・・・ P. 36
⑴ 新築住宅（300㎡以上）における省エネルギー基準適合率の推移（京都府）
⑵ 省エネルギー設備等の導入状況（市町村別）

10 WITHコロナ・POSTコロナ社会への対応 ・・・ P. 37
⑴ 新型コロナ拡大による住宅に求める条件の変化（三大都市圏）
⑵ テレワーク実施率（都道府県別）
⑶ テレワーク実施場所（調査地域：関東１都８県）
⑷ 今後の住まいに取り入れたい要素（全国）
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11 住宅確保要配慮者の状況 ・・・ P. 39

⑴ 世帯の年収階級の推移（京都府）
⑵ 生活保護受給世帯の推移及び住居区分（京都府）
⑶ 年収階級別 住宅の所有関係（京都府）
⑷ 高齢者人口比率の推移（地域別）
⑸ 高齢者を含む世帯の住宅の所有関係（京都府）
⑹ 身体・知的障害者数（手帳交付台帳登載数）の推移（京都府）
⑺ 精神障害者数（申請・通報・届出件数）の推移（京都府）
⑻ 子育て世帯数の推移（京都府）
⑼ 子育て世帯の住宅の所有関係別割合（京都府）

伊根町

京丹後市

与謝野町

宮津市

舞鶴市

福知山市
綾部市

京丹波町

南丹市

亀岡市

京都市

向日市

長岡京
市大山崎町

京田辺市

久御山町

宇治田原町

宇治市

井手町

精華町

八幡市

木津川市
笠置町

南山城村

和束町

城陽市

【地域別区分】
丹後地域※

中丹地域

南丹地域

京都市域

乙訓地域

山城北地域

学研地域

相楽東部地域※

北部地域

中部地域

京都・乙訓地域

南部地域

※H30住宅・土地統計調査については、
人口１万５千人未満の以下町村は集計外
北部地域 ： 伊根町
中部地域 ： 京丹波町
南部地域 ： 井手町、宇治田原町、笠置町、和束町、南山城村

・ 府総世帯数 に占める集計外町村の世帯数割合 ： １．３％
・北部地域の総世帯数 〃 ： ０．７％
・中部地域の総世帯数 〃 ： １０．１％
・南部地域の総世帯数 〃 ： ４．２％
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1-⑴ 年齢階級別 人口の推移（京都府）

・後期高齢者人口（75歳以上）割合は年々増加し、2030（R12）年には20％超となる見通し
・生産年齢人口（15～64歳）割合は年々減少し、2045（R27）年には約52％となる見通し

資料：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）（国立社会保障・人口問題研究所）
（注）2020(R2)は、令和2年国勢調査結果(速報集計)に基づく暫定値

（注）実績値は年齢「不詳」を除く一方、推計値は年齢「不詳」を按分している。

(17.3%)

44.9 
(14.9%)

39.0 
(13.7%)

36.1 
(13.1%)

34.5 

(12.9%)

33.4 
(12.3%)

31.4 

(11.5%)

29.7
(10.9%)

27.4 
(10.5%)

25.5 
(10.2%)

23.9 

(10.2%)

22.8 

(10.1%)

21.6 

(70.1%)

181.6 
(70.3%)

184.2 
(68.8%)

181.0 
(66.7%)

175.5 
(63.8%)

165.4 
(60.2%)

154.0 
(59.0%)

152.2

(58.7%)

147.4 
(58.0%)

141.0 

(56.5%)

132.3 (53.8%)

120.3 
(52.1%)

111.3 

(7.1%)

18.5 
(8.6%)

22.4 
(10.1%)

26.5 
(11.0%)

28.8 
(12.3%)

32.0 (14.6%)

37.4 
(14.0%)

36.0 (11.4%)

28.5 
(11.4%)

27.8 (13.2%)

30.8 
(15.5%)

34.8 (15.8%)

33.7 

(5.5%)

14.2 

(6.2%)

16.3 
(7.4%)

19.4 
(9.2%)

24.2 
(11.0%)

28.6 
(12.9%)

33.0 
(15.5%)

40.1 (19.0%)

47.6 
(20.1%)

48.8 
(20.1%)

47.0 
(20.6%)

46.0 (22.0%)

47.0 

0

50

100

150

200

250

300

1990

（H2）

1995

（H7）

2000

（H12）

2005

（H17）

2010

（H22）

2015

（H27）

2020

（R2）

2025

（R7）

2030

（R12）

2035

（R17）

2040

（R22）

2045

（R27）

0-14歳 15-64歳 65-74歳 75歳以上

万人
推計実績

1-⑵ 家族類型別世帯割合（京都府）

単身世帯は増加傾向（2025（令和7）年には４割超が単身世帯になると推計）

35.8%

38.2%

39.4%

40.4%

41.3%

42.0%

42.5%

19.3%

19.6%

19.9%

20.0%

20.1%

20.3%

20.5%

27.5%

26.1%

25.2%

24.2%

23.3%

22.6%

22.1%

8.6%

8.8%

9.1%

9.4%

9.5%

9.6%

9.7%

8.8%

7.3%

6.5%

6.0%

5.7%

5.5%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成22年

平成27年

令和2年

令和7年

令和12年

令和17年

令和22年

単独 夫婦のみ 夫婦と子ども ひとり親と子ども その他

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

単独 35.8% 38.2% 39.4% 40.4% 41.3% 42.0% 42.5%

夫婦のみ 19.3% 19.6% 19.9% 20.0% 20.1% 20.3% 20.5%

夫婦と子ども 27.5% 26.1% 25.2% 24.2% 23.3% 22.6% 22.1%

ひとり親と子ども 8.6% 8.8% 9.1% 9.4% 9.5% 9.6% 9.7%

その他 8.8% 7.3% 6.5% 6.0% 5.7% 5.5% 5.3%

資料：日本の世帯数の将来推計（平成31年4月推計）（国立社会保障・人口問題研究所）

（2025）

（2030）

（2035）

（2040）

（2020）

（2015）

（2010）
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1-⑶ 年齢階級別 単身世帯割合の推移（京都府）

9.2%

7.9%

6.5%

5.7%

4.5%

3.8%

3.3%

3.0%

2.7%

2.5%

2.3%

38.8%

37.9%

33.6%

29.8%

24.5%

23.3%

22.1%

20.7%

19.2%

18.0%

17.2%

10.2%

9.8%

11.1%

12.9%

13.0%

11.6%

10.3%

9.4%

9.3%

9.2%

8.8%

9.3%

9.5%

7.7%

7.9%

9.8%

11.1%

10.9%

9.3%

8.2%

7.8%

7.9%

14.2%

14.5%

16.7%

17.5%

17.9%

15.9%

17.2%

20.1%

21.4%

21.1%

18.8%

10.5%

11.1%

12.3%

12.3%

13.4%

15.7%

15.0%

12.4%

12.9%

15.5%

18.6%

7.9%

9.2%

12.0%

14.0%

16.8%

18.6%

21.2%

25.1%

26.3%

26.0%

26.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1990（H2）

1995（H7）

2000（H12）

2005（H17）

2010（H22）

2015（H27）

2020（R2）

2025（R7）

2030（R12）

2035（R17）

2040（R22）

年 20歳未満 20～30歳未満 30～40歳未満 40～50歳未満

50～65歳未満 65～75歳未満 75歳以上

推計

実績

資料：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）（国立社会保障・人口問題研究所）
（注）2020(R2)は、令和2年国勢調査結果(速報集計)に基づく暫定値

・単身世帯のうち、約34％が65歳以上の高齢者単身世帯に該当（2015（H27）年時点）

・単身世帯は年々高齢化しており、 2035（R17）年には40％超となる見通し

2-⑴ 合計特殊出生率と出生数の推移（全国・京都府）

・京都府の合計特殊出生率は一貫して全国平均を下回っており、
全都道府県のうち、東京都、宮城県、北海道に次いで４番目に低い。（2019（R1）年時点）

・2005（H17）年に比べて合計特殊出生率は上昇しているが、
出産する女性の絶対数が減少しているため、出生数は減少傾向が続いている。

資料：人口動態調査（厚生労働省）

29,194 

36,703 
41,235 39,921 

32,139 
28,479 

24,209 23,219 23,997 
21,560 21,234 19,663 

16,993 

1.72

2.02 2.02

1.81
1.67 1.68

1.48
1.33 1.28

1.18
1.28

1.35
1.25

2.00
2.14 2.13

1.91

1.75 1.76

1.54
1.42 1.36

1.26
1.39 1.45

1.36
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25,000
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45,000
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2.5
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（S35）
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（S40）
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（S45）
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（S50）
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（S55）

1985

（S60）

1990

（H2）

1995

（H7）

2000

（H12）

2005

（H17）

2010

（H22）

2015

（H27）

2019

（R1）

出
生
数

合
計
特
殊
出
生
率

出生数（京都府） 合計特殊出生率（京都府） （参考）合計特殊出生率（全国）

人
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2-⑵ 子どものいる夫婦世帯の年収階級別割合（京都府）

夫婦と子どもからなる世帯では、年収500～700万円未満の世帯が26.5％と最多であり、
普通世帯全体に比べて高所得者層の占める割合が高くなっている。

資料： H30住宅・土地統計調査（総務省）

(1
.1

%
)
3
,1

0
0
 

(8.3%)

88,400 

(4
.0

%
)
1
1
,0

0
0
 

(15.7%)

167,600 

(8.9%)

24,700 

(19.4%)

207,400 

(12.4%)

34,200 

(15.4%)

164,300 

(16.0%)

44,100 

(12.0%)

128,200 

(26.5%)

73,200 

(14.1%)

150,300 

(19.7%)

54,300 

(9.5%)

101,700 

(8
.7

%
)

(4
.2

%
)

(2
.8

%
)

(1
.5

%
)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

夫婦と子どもか

らなる世帯

普通世帯総数

100万円未満 100～200万円 200～300万円 400～500万円 400～500万円

500～700万円 700～1,000万円 1,000～1500万円 1,500万円以上

2-⑶ 共働き世帯の推移（京都府）

47.1%

46.5%

49.9%
53.1%

60.1%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

0

50

100

150

200

250

300

H7 H12 H17 H22 H27

千世帯

夫婦と18歳未満の子供が

いる世帯

うち、親が共働き世帯

共働き世帯の割合

単位：世帯

H7
（1995）

H12
（2000）

H17
（2005）

H22
（2010）

H27
（2015）

夫婦と18歳未満の子供がいる世帯 250,195 226,687 208,317 197,829 190,099

うち、親が共働き世帯 117,921 105,380 104,009 105,113 114,302

共働き世帯の割合 47.1% 46.5% 49.9% 53.1% 60.1%

１８歳未満の子供がいる世帯のうち、６割が共働き世帯

資料：国勢調査（総務省）

（2015）（2010）（2005）（2000）（1995）
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2-⑷ 住まいにおいて重要と思う項目（京都府）

資料：H30住生活総合調査（国土交通省）

・子育て世帯では「広さや間取り」「収納の多さ、使い勝手」を重要視する回答が多い。
・住宅の質に関する最も基本的要素である広さの確保をまずは優先しつつ、

更なる質の向上として、子どもの成長に合わせた可変性等も備えた収納の確保が必要

(38.9%)

327 (36.9%)

310
(35.7%)

300 (32.0%)

269 (27.7%)

233
(26.9%)

226
(26.3%)

221
(26.2%)

220 (24.0%)
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(16.5%)

139
(16.1%)
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広
さ
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火
災
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す
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災
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の
し
や
す
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収
納
の
多
さ
、
使
い
勝
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近
隣
の
人
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
と
の
関
わ
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全世帯（N=840）

(48.6%)
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(41.1%)

44
(38.3%)

41

(38.3%)

41
(35.5%)
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(33.6%)
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(30.8%)

33
(29.9%)

32
(28.0%)

30 (24.3%)
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(22.4%)
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(21.5%)
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騒
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大
気
汚
染
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子育て世帯【親と子（長子17歳以下）】（N=107）

※1 36項目のうち８つまで回答可
※2 重要度の高い15項目のみ掲載

※1 36項目のうち８つまで回答可
※2 重要度の高い15項目のみ掲載

3-⑴ 新たな住宅セーフティネット制度 (H29.10.25施行)

H29年の法改正により「新たな住宅セーフティネット制度」が創設され、
これまでより具体的な居住支援がスタート

国土交通省ＨＰから
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3-⑵ 賃貸住宅における入居拒否の状況（京都府）

府内宅建業者に対するアンケート結果（2017（H29）年）によれば、前回（2011（H23）
年）よりも解消の傾向にあるものの、依然として家主による入居拒否の実態は存在

資料：宅建業者を対象とした「人権問題についてのアンケート」（京都府建設交通部）

(50.1%)

326

(43.7%)

297

(23.0%)

150

(16.1%)

109

(39.3%)

256

(35.6%)

242

(14.9%)

97

(6.9%)

47

(43.2%)

281

(54.2%)

368

(69.4%)

452

(81.4%)

553

(51.0%)

332

(61.1%)

415

(76.0%)

495

(87.8%)

596

(6.8%)

44

(2.1%)

14

(7.5%)

49

(2.5%)

17

(9.7%)

63

(3.2%)

22

(9.1%)

59

(5.3%)

36

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者

2011（H23）

高齢者

2017（H29）

障害者

2011（H23）

障害者

2017（H29）

外国人

2011（H23）

外国人

2017（H29）

母子（父子）家庭

2011（H23）

母子（父子）家庭

2017（H29）

賃貸住宅の媒介に際して、家主から断るよう言われた経験の有無

経験有り 経験なし 無回答

2011（H23）調査：N = 651
2017（H29）調査：N = 679

3-⑶ 賃貸住宅ストックの概要（京都府）

・住宅セーフティネット法の対象となる賃貸住宅ストックは、府全体で約46.1万戸
・このうち、空き家に該当するものは、7.67万戸で約16.6％を占める。

住宅総数

1,338,300戸
（100%）

※（）内の%は
「住宅総数」

に対する比率

居住世帯
のある住宅

1,158,900戸
（86.6%）

居住世帯
のない住宅

179,400戸
（13.4%）

専用住宅

1,130,100戸
（84.4%）

店舗その他の併用住宅
28,800戸 （2.2%）

空き家
171,800戸 （12.8%）

一時現在者のみの住宅
5,600戸 （0.4%）

建築中の住宅
2,000戸 （0.1%）

持ち家
686,000戸 （51.3%）

公営の借家
32,000戸 （2.4%）

都市再生機構・公社の借家
21,700戸 （1.6%）

民営借家
330,800戸 （24.7%）

給与住宅 14,600戸 （1.1%）

二次的住宅 7,000戸 （0.5%）

賃貸用の住宅
76,700戸 （5.7%）

売却用の住宅
6,900戸 （0.5%）

その他の住宅
81,300戸 （6.1%）

●住宅全体の空き家率 12.8％ ●賃貸住宅の空き家率 16.6％

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
（注１）「二次的住宅」：別荘及び残業で遅くなった時に寝泊まりするなど、たまに寝泊まりする人がいる住宅
（注２）「一次現在者のみの住宅」：昼間だけ使用しているなど、普段そこに居住している者が一人もいない住宅
（注３）賃貸住宅の空き家率 ＝ 賃貸用空き家／（公営の借家＋UR・公社の借家＋民営借家＋賃貸用空き家）
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3-⑷ 床面積別・家賃別民営借家数（京都府）

・床面積別・家賃別に民営借家数を比較すると、床面積29㎡以下・家賃4～6万円が最多
・比較的容易にできる家賃水準の民営借家数は、約3.6万戸で全体の約10％

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
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比較的容易に入居できる家賃水準の民間賃貸住宅

立地・規模・耐震性を考慮した活用可能な賃貸用空き家の戸数は、約5,600戸（推計）

(1) 賃貸用空き家の総数 76,700戸

立 地 (2) 賃貸用空き家のうち、最寄駅までの距離が1km未満の住宅の割合 61.3%

耐震性 (3) 民営借家のうち、昭和56年以降に建設された住宅の割合 74.6%

規 模 (4) 30㎡以上の民間借家のうち、比較的容易に入居できる家賃水準の
住宅の割合

15.9%
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3-⑸ 活用可能な民間賃貸住宅ストックの推計（京都府）
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4-⑴ 高齢者がいる世帯数の推移（京都府・地域別）
65歳以上の高齢者がいる世帯数は、いずれの地域においても増加しており、
特に、京都・乙訓地域及び南部地域における単身高齢者世帯の増加が著しい。

資料：住宅・土地統計調査（総務省）（注）65歳以上の世帯員のいる主世帯数を集計
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資料：住宅・土地統計調査（総務省）
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4-⑵ 高齢者等のための設備のある住宅の割合（市町村別）

高齢者等のための設備のある住宅の割合は府全域で48.6％であり、
市町村別にみると、大山崎町・京都市において50％を下回っている。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
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【高齢者等のための設備】
手すりがある/またぎやすい高さの浴槽/車いす通過可能な幅の廊下/
段差のない屋内/道路から玄関まで車いすで通過可能

資料：H30住生活総合調査（国土交通省）

4-⑶ 高齢者世帯の居住環境に関する不満（京都府）

高齢者世帯は、世帯全体に比べて「福祉・介護の生活支援サービス」「子供の遊び場、子
育て支援サービス」「親・子・親せきとの距離」「日常の買物などの利便」等に対する不
満度が高い。
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「非常に不満」と回答した割合

（注）高齢夫婦世帯（夫65歳以上かつ妻60歳以上の夫婦のみの世帯）
及び高齢単身世帯（65歳以上の単身世帯）の合計
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5-⑴ 空き家の状況（市町村別）

・空き家率は宮津市で27.4％と最多だが、同市には二次的空き家（別荘等）も多い。
・京都・乙訓地域（京都市を除く。）及び南部地域では、全市町で府平均空き家率を下回る。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）

北部地域 中部地域 京都・乙訓地域 南部地域

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）

空き家率 空き家率（二次的利用を除く。）
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5-⑵ 空き家の種類別内訳（市町村別）
北部地域において「その他空き家」の占める割合が高く、
与謝野町、京丹後市、綾部市では７割超となっている。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）

北部地域 中部地域 乙訓地域 南部地域

5-⑶ 空き家率の推移（京都府・地域別）

空き家率の増加は、北部地域及び中部地域で生じている。
京都・乙訓地域及び南部地域では、空家率はほぼ横ばいで推移しており、
特に、南部地域では一貫して10％を下回っている状況にある。

資料：住宅・土地統計調査（総務省）
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6-⑴ 人口、人口密度（市町村別）

人口は京都市が最多だが、人口密度は向日市、長岡京市、八幡市、宇治市、大山崎町、
城陽市、京都市の順に高い。

北部地域 中部地域 乙訓地域 南部地域

資料： R2国勢調査速報集計（総務省）
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万人

平成10年 (1998) 平成15年 (2003) 平成20年 (2008) 平成25年 (2013) 平成30年 (2018)

人口 世帯 人口 世帯 人口 世帯 人口 世帯 人口 世帯

北部地域 335,727 114,461 328,979 117,892 314,533 118,661 300,722 118,384 283,290 117,865
中部地域 150,511 47,780 148,985 50,108 145,280 51,605 140,141 52,419 133,332 53,150
京都・乙訓地域 1,621,089 662,963 1,622,634 697,497 1,622,754 729,966 1,622,936 753,488 1,621,539 783,832
南部地域 534,460 179,190 547,291 193,297 558,215 207,179 557,859 214,487 553,618 223,944

万世帯

単位：人、世帯

6-⑵ 人口・世帯の推移（地域別）

・京都・乙訓地域 … 人口：横ばい 世帯数：増加傾向
・北部・中部地域 … 人口：減少傾向 世帯数：増加傾向から横ばいに
・南 部 地 域 … 人口：増加傾向から減少に 世帯数：増加傾向

資料：京都府統計書（H30）
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6-⑶ 建て方別住宅数（地域別・市町村別）

・中部地域で一戸建住宅の割合が高く、南部地域で共同住宅の割合が高い。
・京都市では、共同住宅が約52％を占める。

資料： H30住宅・土地統計調査（総務省）

※京都市を除く。

資料： H30住宅・土地統計調査（総務省）
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6-⑷ 所有関係別住宅数（地域別・市町村別）

資料： H30住宅・土地統計調査（総務省）
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・各地域とも、持ち家の割合が７割強であり、乙訓地域で民営借家の割合が若干高い。
・京都市では、持ち家の割合が約53％と低くなっている。

※京都市を除く。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
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6-⑸ 二地域居住（デュアルライフ）の状況

資料：「デュアルライフ（２拠点生活）に関する意識・実態」調査（リクルート住まいカンパニー）

２拠点目の住居形態デュアルライフの実施率

デュアルライフの意向率

サンプル数：427
※１都３県（東京・千葉・埼玉・神奈川）／

２府１県（京都・大阪・兵庫）
のデュアルライフ実施者

サンプル数：50,000（全国）から２府１県を抜粋

・関西（２府１県）におけるデュアルライフ実施率は、京都府が1.8％で最も高い。
・２拠点目の住居形態は、持ち家が約61％、賃貸が約35％
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・専業農家数はほぼ横ばいで推移しているのに対して、兼業農家数の減少が顕著
・地域別にみると、北部地域において農家数が最多である一方、減少率も最も高く、

1990（H2）年～2015（H27）年の25年間で約３割にまで減少している。

資料：京都府統計書

6-⑹ 専業兼業別 販売農家数の推移（京都府）

3,594 2,391 2,326 2,408 2,254 2,297 
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資料：京都府統計書
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7-⑴ 最近の災害による住家被害状況（京都府）

・地震…H30年大阪北部地震で八幡市において被害多発
・水害…H30 年台風第 21 号で京都市、H30年７月豪雨で舞鶴市において被害多発

資料：京都府

■平成30大阪北部地震による被害棟数
※一部破損、半壊の合計（全壊は該当なし）

■直近３年間の水害・雪害による被害棟数
※床上浸水、一部破損、半壊、全壊の合計

一部破損

京都府計 20

福知山市 1

京丹波町 19

一部破損 床上浸水 床下浸水

京都府計 7 111 992

京都市 1

福知山市 3 2 29

舞鶴市 5 23

綾部市 2

宮津市 1 17 343

城陽市 1

京丹後市 60 382

南丹市 1

伊根町 12 25

与謝野町 13 190

半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水

京都府計 21 507 368 631

京都市 113

福知山市 12 8 69 92

舞鶴市 5 213 286 463

綾部市 1 4 12 53

宮津市 5 1

亀岡市 46

城陽市 4 2

長岡京市 4

京田辺市 2

京丹後市 2 4

南丹市 2 66 3

木津川市 1 11

久御山町 1

和束町 1

精華町

南山城村 1

京丹波町 31 1

伊根町 5

与謝野町 1 2

資料：京都府

地震 水害・雪害

半壊 一部破損

京都府計 9 3,424

京都市 395

宇治市 129

亀岡市 1 30

城陽市 189

向日市 1 44

長岡京市 167

八幡市 5 2,063

京田辺市 25

木津川市 2

大山崎町 1 322

久御山町 1 53

井手町 1

精華町 3

京丹波町 1

■平成29（2017）年平成30年大阪北部地震（6/18）

1月14 日からの大雪（1/14）

平成 29 年台風 18 号（9/17）

平成 29 年台風 21 号（10/21）

単位：棟

- 31 -



全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水

京都府計 18 50 83 544 1,760

京都市 14 5 9

福知山市 5 39 （不明） 208 493

舞鶴市 2 25 236 507

綾部市 8 5 12 54 243

宮津市 2 4 24 254

亀岡市 2 7 2 45

向日市 5

長岡京市 1

京丹後市 2 7 52

南丹市 3 4 5

井手町 1

精華町 3

京丹波町 1 1 5 13

伊根町 1

与謝野町 1 4 3 138

全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水

京都府計 4 45 11,532 4 15

京都市 4 19 8,531 2

宇治市 8 397

亀岡市 1 229 1

城陽市 1 321

向日市 326

長岡京市 5 578

八幡市 1 610

京田辺市 123

京丹後市 1

南丹市 10 48 1 14

木津川市 41

大山崎町 164

久御山町 106

井手町 18

和束町 2

精華町 32

京丹波町 6

資料：京都府

一部破損

京都府計 5

城陽市 2

長岡京市 2

南丹市 1

一部破損

京都府計 9

福知山市 1

舞鶴市 2

城陽市 1

長岡京市 2

八幡市 2

南丹市 1

■平成30（2018）年

■令和元年（2019）年

平成 30 年７月豪雨（7/5） 平成 30 年台風第 21 号（9/4）

令和元年台風第 10 号（8/15） 令和元年台風第 19 号（10/20）

単位：棟

7-⑵ 宅地建物取引業法施行規則の改正 (R2.8.28施行)

不動産取引において、水害リスクに係る情報提供が義務化

近年、大規模水災害の頻発により甚大な被害が生じており、不動産取引時に
おいても、水害リスクに係る情報が契約締結の意思決定を行う上で重要な要
素となっていることから、不動産取引時にハザードマップにおける取引対
象物件の所在地について重要事項説明の対象項目として追加し、説明する
ことを義務化

◆ 改正の趣旨

・ 水防法に基づき作成された水害（洪水・雨水出水・高潮）ハザードマップを提示
し、対象物件の概ねの位置を示す。

・ 市町村が配布する印刷物又は市町村のホームページに掲載されているものを
印刷したものであって、入手可能な最新のものを使用

・ ハザードマップ上に記載された避難所について、併せてその位置を示すことが
望ましい。

・ 対象物件が浸水想定区域に該当しないことをもって、水害リスクがないと相手方
が誤認することのないよう配慮

◆ 具体的な説明方法等
（宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（ガイドライン））
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7-⑶ 洪水浸水想定区域の分布状況（京都府）

・洪水浸水想定区域の面積は、京都市において最大（鴨川・高野川等）
・その他、由良川（福知山市等）、桂川（亀岡市）、竹野川（京丹後市）沿岸で大きい。

資料：国土数値情報 - H24年度 （国土交通省）
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7-⑷ 洪水浸水想定区域と人口集中地区の関係（京都府）

資料：国土数値情報（国土交通省）

1960（S35）年から2015（H27）年にかけて人口集中地区（DID）が拡大する中で、
特に京都・乙訓地域や南部地域において浸水想定区域と重複する地域が増加している。

■洪水浸水想定区域と1960 (S35)年のＤＩＤ ■洪水浸水想定区域と2015 (H27)年のＤＩＤ

資料：国土数値情報（国土交通省）
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7-⑸ 土砂災害警戒区域等の分布状況（京都府）

・土砂災害警戒区域等の面積は、京都市において最大
・府域全体では行政区域面積及び山地の割合が高い北中部で指定面積が大

資料：国土数値情報- R1年度（国土交通省）
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8-⑴ 京都府住宅相談所（京都府住宅供給公社内）相談件数

その他公共賃貸住宅

91 
72 114 

209 216 

府営住宅

494 430 370 
391 

257 

その他住宅全般

147 118 96 
65 

44 

相隣関係 222 
316 
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268 

増改築工事 82 114 
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159 

新築工事請負 156 128 
129 
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資料：京都府住宅課

相談内容別 相談件数の推移

・相談内容は、賃貸借に関する相談が最多で全体の約38％を占める（2019（R1）年度）。
・府営住宅に関する相談は減少傾向にある。
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資料：住宅相談統計年報2020（（公財）住宅リフォーム・紛争処理センター）

住宅のトラブル

に関する相談

62.8%
知見相談

18.7%

その他の相談

18.5%

相談内容（新築等相談）

新築等相談
22,054件

住宅のトラブル

に関する相談

66.5%

知見相談

28.9%

その他の相談

4.6%

相談内容（リフォーム相談）

リフォーム相談
11,948件

（注１）新築等相談 ： 注文や売買等により取得した住宅（既存住宅を含む）に関する相談
（注２） 知見相談 ： 住宅に関する技術、法令、制度等に関する知識、情報などの一般的な問い合わせ及び検査機関などの照会

相談内容は、新築等相談、リフォーム相談ともに、事前に知識を広げるための相談
（知見相談）よりも、トラブル発生後の相談が大多数を占めている。

8-⑵ 住まいるダイヤル相談件数（全国）

9-⑴ 新築住宅（300㎡以上）における省エネルギー基準適合率の推移（京都府）

H25省エネ基準の完全施行（2015年4月）以降、新築住宅における省エネ基準適合率は上昇
するも、適合率70％前後で高止まりとなっている。

資料：京都府

22
25 23 23

54 56

73
69 69

20
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40

50
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80

2011

(H23)

2012

(H24)

2013

(H25)

2014

(H26)

2015

(H27)

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(R1)

％

2015年4月～

H25省エネ基準
の完全施行

2010年4月～

省エネ措置の届出
対象拡大（300㎡以上）

2013年10月～

H25省エネ基準
（住宅）の施行

2017年4月～

非住宅（2,000㎡以上）

基準適合義務化

2020年4月～

建築士から建築主へ
省エネ性能説明
義務化（300㎡未満）
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9-⑵ 省エネルギー設備等の導入状況（市町村別）

省エネルギー設備等を導入している住宅の割合は精華町において最も高くなっている一方、
京都市、八幡市、向日市、大山崎町では府平均を下回っている。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）

7.3%

10.4%

4.1%

7.3%

3.1%

4.8%

3.6%

6.2%

3.1%

5.4%

3.5%

6.6%

3.5%

4.3%

6.5%

6.9%

4.2%

4.5%

5.7%

3.4%

6.4%

9.6%

7.8%

13.6%

9.8%

12.6%

13.6%

11.3%

10.0%

8.2%

7.3%

11.8%

12.6%

8.1%

8.6%

12.5%

9.2%

10.2%

9.6%

8.8%

14.7%

17.1%

10.3%

24.5%

13.8%

15.9%

15.7%

22.0%

19.7%

19.7%

18.3%

18.1%

17.6%

15.0%

11.8%

17.6%

15.5%

16.2%

16.3%

12.2%

19.1%

14.8%

12.5%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80%

京都府 (N=1,158,900)

福知山市 (N=31,490)

舞鶴市 (N=33,770)

綾部市 (N=13,400)

宮津市 (N=7,110)

京丹後市 (N=19,670)

与謝野町 (N=7,960)

亀岡市 (N=33,900)

南丹市 (N=13,220)

向日市 (N=23,000)

京都市 (N=709,900)

長岡京市 (N=32,040)

大山崎町 (N=6,520)

宇治市 (N=73,920)

城陽市 (N=29,920)

八幡市 (N=29,630)

京田辺市 (N=30,690)

木津川市 (N=28,160)

久御山町 (N=6,320)

精華町 (N=12,830)

太陽熱を利用した温水機器等

太陽光を利用した発電機器

二重以上サッシ又は複層ガラス（すべての窓にあり）

二重以上サッシ又は複層ガラス（一部の窓にあり）

北
部

中
部

京
都
・乙
訓

南
部

10-⑴ 新型コロナ拡大による住宅に求める条件の変化（三大都市圏）

・関西圏では「通風に優れた住宅に住みたくなった」が19％で最多
・「仕事専用スペース」「換気性能」「宅配ボックス」「収納量」等の項目が上位に該当

資料： 第２回 コロナ禍を受けた「住宅購入・建築検討者」調査（リクルート住まいカンパニー）
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18

12
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21

7

12

10

2

22

19

19

25

22

20

20

19

16

19

20

25

25

17

10

9

23

11

12

12

2
24

0 5 10 15 20 25 30

通風に優れた住宅に住みたくなった

仕事専用スペースがほしくなった

換気性能に優れた住宅に住みたくなった

宅配ボックス・置配ボックスを設置したくなった

収納量を増やしたくなった

省エネ性(冷暖房効率に優れた)住宅に住みたくなった

通信環境の良い家に住みたくなった

屋上や広いバルコニーがほしくなった

庭がほしくなった

部屋数がほしくなった

日当たりのよい住宅がほしくなった

広いリビングがほしくなった

緑が感じられる住宅がほしくなった

玄関近くに洗面所がほしくなった

24時間ゴミ捨て場がほしくなった

遮音性に優れた住宅に住みたくなった

シューズインクローゼットがほしくなった

インテリアにこだわりたくなった

リビングに間仕切りされたスペースがほしくなった

その他

特にない

関西

首都圏

東海

％

（注１）調査実施時期：2020年8～9月 （注２）実サンプル数：975、ウェイトバック後：261.5万
（注２）首都圏：東京都/千葉県/埼玉県/神奈川県、関西：大阪府/京都府/奈良県/兵庫県/和歌山県/滋賀県、東海：愛知県/岐阜県/三重県
（注３）緊急事態宣言解除後(2020年5月下旬)以降に住宅の購入・建築、リフォームについて検討した者が対象（賃貸は除く。）
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10-⑵ テレワーク実施率（都道府県別）

・都道府県別のテレワーク実施率（2020年11月時点）を比較すると、関東圏が上位を占める。
・京都府は10位の17.1％であり、近畿圏内では大阪府や兵庫県に比べて実施率が低い。

資料：第四回・新型コロナウイルス対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査（パーソル総合研究所）
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％

（注）サンプル数は性別・年代の補正のためのウェイトバック後の数値であり、実サンプル数とは異なる。

資料：「新型コロナ禍を受けたテレワーク×住まいの意識・実態」調査（リクルート住まいカンパニー）

・テレワーク実施場所はリビングダイニング（ダイニングテーブル）が55%と最多であり、
家族構成別に比較すると、６歳以下の子どもと同居する既婚者で71％と最も割合が高い。

・新型コロナ感染拡大前（2019年11月時点）と比較すると、カフェ/喫茶店や
サテライトオフィス等の自宅専用部以外での実施は減少している。

（注１）全仕事量の内、テレワークで実施している割合が10%以上の回答者を集計
（注２）上位２箇所までの複数回答 （注３）各数値は小数点第一位での四捨五入値
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16%
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39%

19%
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0%

2%

0% 20% 40% 60% 80%

リビングダイニング

（ダイニングテーブル）

専用ルーム（書斎等）

リビングダイニング

（仕事用デスク/専用スペース）

寝室/ベッドルーム

その他の自宅の部屋

カフェ/喫茶店

サテライトオフィス

マンションの共用スペース

コワーキングスペース

・シェアオフィス

ベランダ・バルコニー・デッキ

・屋上・庭など自宅の屋外空間

その他

2020年４月調査

2019年11月調査

48%
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15%

19%
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17%
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17%
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リビングダイニング

（ダイニングテーブル）

専用ルーム（書斎等）

リビングダイニング

（仕事用デスク/専用スペース）

寝室/ベッドルーム

その他の自宅の部屋

カフェ/喫茶店

サテライトオフィス

マンションの共用スペース

コワーキングスペース

・シェアオフィス

ベランダ・バルコニー・デッキ

・屋上・庭など自宅の屋外空間

その他

独身/単身

既婚 (同居する子ども

なし)

既婚 (同居する子ども

あり/末子6歳以下)

既婚 (同居する子ども

あり/末子7歳以上)

● 調査時期による比較 （2020年４月と2019年11月） ● 家族構成による比較 （2020年４月調査）

10-⑶ テレワーク実施場所（調査地域：関東１都８県）
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10-⑷ 今後の住まいに取り入れたい要素（全国）

資料：新型コロナウイルス影響下における住まいの意識調査レポート（ミサワホーム総合研究所）
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リビングやダイニング横などにカウンター設置

部屋を間仕切りして一時的にスペース確保

１箇所ではなく複数箇所

玄関で上着を脱ぐ、玄関にコート掛け

手洗い場の動線計画、玄関横に手洗い器

非接触アイテム導入：
タッチレス水栓、人感センサー照明など

抗菌仕様アイテム導入：
ドアノブ、換気フィルタ、床素材、壁素材など

感染者と接触を避けられるような間取り・設備
（複数動線、換気経路など）

庭スペース

バルコニー、屋上などの外部スペース

趣味室、書斎などプラスアルファの個室
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（注１）調査時期：2020年6月 （注２）調査対象：既婚者、世帯年収400万円以上、新型コロナウイルスの影響で在宅勤務した者
（注３）サンプル数：824名（戸建居住618名、マンション居住206名）

・在宅勤務空間は「４畳半程度の個室」の意向が最も高い。
・ウイルス対策は「手洗い場の動線計画、玄関横に手洗い器」「玄関で上着を脱ぐ、玄関

にコート掛け」等、個別の設備よりも動線や外部からの流入を防ぐ計画への意向が高い。
・気分転換できる場所は「庭」「バルコニー、屋上」等、外部空間の充実への意向が高い。

11-⑴ 世帯の年収階級の推移（京都府）
・年収３００万未満の低所得者世帯は世帯数・割合ともに増加傾向にあり、特に、

200～300万円未満の世帯は2018（H30）年時点で全体の19.4%もを占めている。
・年収５００万円以上の世帯の割合は減少傾向にあり、1993（H5）年時点では全体の

45.0％を占めていたが、2018（H30）年時点では29.3％まで減少している。

資料：住宅・土地統計調査（総務省）（注） 世帯年収「不詳」を除く。

(19.4%)

158.2 

(21.2%)

192.4 

(24.6%)

241.0 
(23.2%)

226.9 

(25.7%)

268.6 
(23.9%)

256.4 

(11.1%)

90.1 

(12.3%)

111.3 

(15.4%)

150.9 
(16.4%)

160.1 

(18.7%)

195.3 
(19.4%)

207.8 (12.1%)

98.6 

(12.5%)

113.6 

(13.8%)

135.1 

(14.7%)

143.5 

(15.6%)

162.4 

(15.4%)

164.6 

(12.4%)

101.2 

(12.0%)

108.8 

(11.2%)

109.9 

(11.8%)

115.1 

(11.6%)

121.4 

(12.0%)

128.5 

(18.3%)

148.9 

(16.5%)

149.7 

(14.8%)

145.6 

(15.6%)

152.2 

(14.3%)

148.8 

(14.1%)

150.6 

(15.8%)

128.6 

(14.9%)

135.4 

(12.3%)

120.4 

(11.9%)

116.6 

(9.1%)

95.0 

(9.5%)

102.1 

(8.0%), 65.2

(7.7%), 69.8

(5.8%), 57 (4.8%), 47 

(3.7%), 39 
(4.2%), 45 

(2.9%), 24

(2.9%), 26

(2.2%), 21 (1.7%), 17 

(1.3%), 14 
(1.5%), 16 

0

200

400

600

800

1000

1993

(H5)

1998

(H10)

2003

(H15)

2008

(H20)

2013

(H25)

2018

(H30)

1,500万円以上

1,000～1,500万円未満

700～1,000万円未満

500～700万円未満

400～500万円未満

300～400万円未満

200～300万円未満

200万円未満

千世帯
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11-⑵ 生活保護受給世帯の推移及び住居区分（京都府）

・生活保護受給世帯は2012年（H24）年頃まで増加傾向にあったが、近年は横ばい
・生活保護受給世帯の約54.5％は民間賃貸住宅に居住している。

資料：京都府統計書、H30年度被保護者調査（厚生労働省）
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千世帯
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397 
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第２回基本政策部会資料再掲

11-⑶ 年収階級別 住宅の所有関係（京都府）

所得の低い世帯ほど、持ち家比率が低く、民間賃貸住宅に居住している割合が高い。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
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11-⑷ 高齢者人口比率の推移（地域別）

・65歳以上人口比率は収束する一方、75歳以上人口比率は加速度的に増加する見通し
・2010（H22）年時点では南部地域が最も高齢者人口比率が低かったが、65歳以上人口

比率は京都・乙訓地域を既に上回り、75歳以上人口比率も今後上回る見通し

資料：第９次京都府高齢者健康福祉計画（京都府）

■65歳以上の高齢者人口比率 ■75歳以上の高齢者人口比率

推計実績 推計実績

11-⑸ 高齢者を含む世帯の住宅の所有関係（京都府）

・65歳以上の高齢者を含む世帯の81.3％が持ち家、11.9％が民間賃貸に居住している。
・単身世帯の割合は、持ち家では26.8％、民間賃貸では59.1％となっている。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
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11-⑹ 身体・知的障害者数（手帳交付台帳登載数）の推移（京都府）

・身体障害者は、近年は横ばい傾向であり、約14.4万人前後で推移している。
・知的障害者は一貫して増加傾向であり、直近（2019（R元年）で約2.8万人となっている。

資料：京都府保健福祉統計
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11-⑺ 精神障害者数（申請・通報・届出件数）の推移（京都府）

資料：京都府保健福祉統計

・精神障害者の申請等件数は増加傾向にあり、2016（H28）年度をピークに一旦減少した
が、2019年（R元）には再度増加

・精神保健指定医の診察を受けた者も2016（H28）がピーク

年度

（注）「申請・通報・届出」とは、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第23条から第26条の２まで
の規定により、一般・警察官等から、精神障害者又はその疑いのある者等について、最寄りの保健所長
を経て都道府県知事に申請・通報又は届出がなされることをいう。
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11-⑻ 子育て世帯数の推移（京都府）

・18歳未満の子どもを養育している世帯は減少傾向にあり、
2015（H27）年時点で約22.1万世帯

・家族類型別にみると、「夫婦と子」、「ひとり親と子」に該当する世帯の割合が増加

資料：国勢調査（総務省）
（注）18歳未満世帯員のいる一般世帯のうち、「夫婦と子供から成る世帯」、「男親と子供から成る世帯」、「女親と子供から成る世帯」、

「夫婦，子供と両親から成る世帯」、「夫婦，子供とひとり親から成る世帯」、「夫婦，子供と他の親族（親を含まない）から成る世帯」、
「夫婦，子供，親と他の親族から成る世帯」の合計
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11-⑼ 子育て世帯の住宅の所有関係別割合（京都府）

・夫婦と子どもからなる世帯では、持ち家が81.9％で最も多く、
次いで民営借家が13.8％となっており、持ち家比率は普通世帯全体よりも高い。

・ひとり親と子どもからなる世帯では、夫婦と子どもからなる世帯よりも持ち家比率は
低い。また、公営借家の割合が7.6％と普通世帯全体に比べて高くなっている。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
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No. 御意見

1 現状と課題等
(1)社会経済情勢等の変化

（項目の順序）
○地域特性

○住宅ストック

２政策の方向性と施策の推進
（前文）

（項目タイトル）

(2)

(4)地域の文化・特性の継承・発展

(5)良好な住宅ストックの形成・維持・継承
【良好な住宅ストックの形成と流通】

【空き家の発生防止に向けた取組】

【マンション対策】

[8]

[15]

[14]

中間とりまとめ（素案）に対する京都府住宅審議会（第19回）
及び基本政策部会（第7,8回）における委員御意見

（No.欄の[ ]は審議会、○数字は部会における御意見を示す。）

空き家の発生防止への取組として、「不動産業者への相
談」への誘導が効果的

空き家への取組は地域によって様々であるので、進んだ取
組はパイロットモデルとして他地域への展開が必要

「老朽化マンションが増え、これに対する支援を考える必
要がある。」ことを記載すべき。

[1]
１(1)の項目と２の項目の並び順が対応していないので、
そろえた方がわかりやすい。

記述の中には住宅政策の範疇を超えるものがあり、関連部
局への働きかけを等、記述に工夫が必要
（例、防災の項目における「事前復興計画の策定等」）

「住み慣れた地域で自立して暮らせる」の表現が地域との
つながりが弱く感じる。「住み慣れたコミュニティの中
で」等、表現を再考されたい。

「住み慣れた地域で自立」に至るまでには、高齢者の住ま
いに対する不安やとまどいに寄り添いながらのサポートが
必要

長寿命化社会が進展し、今後は住宅の維持管理や住み替え
対応がさらに困難な「後期高齢者」対策も重要になってく
る。

高齢者対応としての「多様なニーズに応える住情報の提
供」といった施策を盛り込むべき。

京都府にとって重要な要素である「気候風土や文化」に触
れ、地域特性を活かしたまちづくりが進んでいることを記
述すべき。

今後さらに空き家は増えることを記載すべき。[3]

[4]

[7]

[6]

[5]

[12]

[11]

[10]

[9]
住宅のバリアフリー化や断熱化への改修は高齢期になる前
の所得が高い時期の層を対象にすることが有効

「地域課題に対応したコミュニティミックス」の表現が不
明確。説明等が必要

「建物の価値が適正に評価」とあるが、建物に限定せず、
周辺環境も含めた価値の評価が必要

住宅地によっては、現状では賃貸住宅の選択肢がないとい
う問題があり、どのように住宅地の計画を誘導していくの
か施策として検討していく必要があるのではないか。

[13]

[2]

高齢者をはじめ、全ての世代が暮らしやす
い住まいづくり・住環境整備

【高齢になっても安心して暮らせる住宅の
　普及促進】

同前文は、むしろ「２.住宅政策と施策の方向性につい
て」の前文で記述し、「３.」の前文では、２章との関係
について記述してはどうか。

「３.」前文で、「人とコミュニティを大切にする共生の
京都府」に関し、具体的に「京都夢実現プラン」との関係
を明示すべき。

②

①

③
「２.(1)、(2)、(3)」の各タイトルは、順に広がっている
ように見え、対象が明確でないので、タイトルの表現を再
考されたい。

「今後老朽化するマンション（略）に対する支援を検討」
との表現は、マンションへの支援ではなく、大規模改修、
建替え等を促進するような支援とした方が適切

項目

【高齢になっても住み慣れたコミュニティ
  の中で自立して暮らせる住環境の形成】

④

資料２－１
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(6)

(7)頻発・激甚化する災害への備え
【防災・減災への取組】

【被災地の復興への取組】

３

（前文）
(1)

【住宅確保要配慮者の範囲】
(2)目標達成のために必要な事項

【公的賃貸住宅の供給の促進】

【民間賃貸住宅への円滑な入居】

【災害発生時における被災者の住まいに
  対する取組】

脱炭素社会を見据えた環境・エネルギー問
題への対応

[26]

環境・エネルギー問題は、日々の生活や運用面での話であ
り、とらえどころがないため、運用面の取組強化につなが
るような制度設計が必要

環境と健康問題の記述には、プラスの視点ではなく、「対
応ができないと健康被害が大きくなる」といったマイナス
の視点からの記述にされたい。

[23]

[22]

[21]

[20]

[19]

国の「ガソリン車からEVへ」の動きに対して、充電が困難
な集合住宅での導入支援を検討されたい。

コロナ禍を契機とした遮音性能は「住戸の戸境間」から
「住戸内」の問題であるが、今後シェアハウスなど、同じ
住戸内での遮音性の確保は重要な視点となってくる。

防災への取組は「地域の防災まちづくり」として住民が自
ら取り組むという観点が重要。受け身だけでは限界があ
る。

災害の危険性の高い地域に関する情報として「ハザード
マップ」、「水害履歴」、「盛土・切り土」など具体的に
記述すべき。

災害の危険性に関する情報が府民に届く仕組みづくりのた
めに、「不動産取引の場面でそのような情報が流通する仕
組みをつくる。」という踏み込んだ表現が良い。

[18]

⑥

全国計画を踏まえ、被災後の速やかな復興に向けてレジリ
エンス機能の向上について記述すべき。

「防災・減災」だけではなく「復興」の視点でも議論して
きたので、そのような整理を望む。

[25]

[24]

[29]

[28]

[27]

宅建業法に関する制度改正で不動産取引におけるハザード
マップの説明が義務化されたが、ハザードマップがどこで
見られるのか、府民へのアナウンスが必要

浸水情報はハザードマップだけでなく、身近な支川や農業
用水など、きめ細かな情報を充実すべき。

府営住宅の記述について、
「…役割分担の中で地域防災への貢献を推進すべき。」と
されたい。

コロナ禍による在宅避難において、集合住宅の上階への避
難の必要性など、「自助」だけでは厳しい現状への対応に
ついても今後検討していく必要があるのではないか。

公的賃貸住宅においての「垂直避難」に資する取組も加え
ると良い。

【コロナ禍を契機とした住宅性能向上
　の視点】

[17]

[16]

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進
のあり方について

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の
目標について

ＬＧＢＴに対しては「要配慮」ではなく「差別や偏見」を
なくすことが重要

１、５項目目において「ニーズや課題の把握に努める」こ
とや「課題への対策につなげる」方向性を追記されたい。

「コミュニティ・ミックス」と「ミクストコミュニティ」
の表現が混在している。

「要配慮者」として「妊婦」が強調されているが、府が重
点を置く属性として「子育て世帯」、「高齢者世帯」、
「障害者世帯」も併記すべき。

京都の特徴として学生が多い点が挙げられる。支援が必要
な学生への取組が定住にもつながり、府としても有効であ
るということも視点に加えるとよい。

⑤

⑨

⑧

⑦
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・今後１０年の住宅政策のあり方について

・今後１０年の住宅確保要配慮者に対する
賃貸住宅の供給促進のあり方について

－ 中間とりまとめ（素案）－

令和３年○月○日

京都府住宅審議会

【 参 考 】

＜中間とりまとめ（素案）の構成＞
１．京都府の住宅・住生活にかかる現状と課題等
(1) 社会経済情勢等の変化
(2) 関連計画

２．住宅政策の方向性と施策の推進について
(1) 子育てに優しい社会を支える住まいづくり・住環境整備
(2) 高齢者をはじめ、全ての世代が暮らしやすい住まいづくり・住環境整備
(3) 重層的な住宅セーフティネットにより全ての人が安心して暮らせる住生活の

実現
(4) 地域の文化・特性の継承・発展
(5) 良好な住宅ストックの形成・維持・継承
(6) 脱炭素社会を見据えた環境・エネルギー問題への対応
(7) 頻発・激甚化する災害への備え
(8) 住まいの多様な情報が身近にある環境

３．住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進のあり方について
(1) 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標について
(2) 目標達成のために必要な事項

※ 赤文字は第２０回審議会での御意見を踏まえた修正箇所（[ ]：意見No.）
※ 青文字は第７、８回基本政策部会での御意見を踏まえた修正箇所（○：意見No.）

資料２－２
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１．京都府の住宅・住生活にかかる現状と課題等

(1) 社会経済情勢等の変化
京都府においては住生活基本法に基づき平成19年3月に「京都府住生活基本計画」を策定

し、その後「今後10年間の住宅政策のあり方について(答申）（平成28年11月17日 京都府
住宅審議会)」を踏まえ、平成29年1月には計画の第２回見直しを行い、住生活の安定の確
保と向上の促進に向けた施策を推進しているところであるが、府の住宅・住生活をとりま
く現状等を鑑みると、以下のような社会経済情勢等の変化に直面している状況にある。

（以下、○の各項目の順序を、２(1)～(8)の順序どおりに並び替え）[1]
○ 世帯の状況
・単身世帯の更なる増加及び高齢化に伴う社会的孤立のリスク上昇

○ 子育て環境
・全国の中でも特に低い合計特殊出生率、女性人口の減少等に伴う出生数の減少
・子育て世帯の約６割が共働き世帯
・テレワーク等の進展による個室需要と相まって、特に子育て世帯で住宅の広さや間取り
を重要視

○ 高齢化
・特に都市部において単身高齢者世帯が増加する中で、住宅のバリアフリー化を一層促進
する必要性

○ 住宅セーフティネット
・新たな住宅セーフティネット制度創設に伴う民間賃貸住宅ストック活用への期待
・住宅確保要配慮者に対する入居拒否の実態を踏まえた受入れ先確保の必要性

○ 地域特性
・働き方改革、コロナ禍等を背景に、二地域居住、地方移住などの新たな住まい方に対す
る関心が向上

・日本海に面する北部地域から中部の丹波山地を経て、京阪神都市圏に連なる南部地域ま
で、南北に長い地形により、様々な気候風土や文化を有する各地域で、地域特性を活か
したまちづくりや施策が進展 [2]

○ 住宅ストック
・地域間で異なる空き家率の状況（北部及び中部で増加する一方、都心部及び南部では横
ばいで推移）

・空き家総数はここ20年で約27％増加。近年は法や税制での対応により急激な増加は収ま
っているが、今後のさらなる増加の可能性に向け、引き続きの対策が必要 [3]

○ 地球環境・エネルギー
・国政レベルの将来の目標や住宅における省エネルギー基準適合義務化を見据えた、幅広
い視点による省エネルギー対策の必要性

○ 災害
・近年の災害の頻発化・激甚化にみる既存想定を超える災害発生のおそれ
・不動産取引における水害リスクに係る情報提供の義務化等、住情報との連携による防災
への取り組みが重要

○ 住教育・住情報
・住宅相談による事後の対策のみならず、府民一人ひとりの住宅に関する知見を広げるた
めの情報提供・教育の必要性

○ 新型コロナウイルス感染症の影響
・テレワーク空間、通風・換気、住戸内の遮音性等の新たな住宅性能に対する需要及び関
心の向上

(2) 関連計画
京都府では、府全体の長期的な展望の元での総合的な計画の下に、その実現をめざし、

各政策分野が互いに連携しながら積極的な施策に取り組むことが必要であり、その中で住
宅政策は府民の住生活の安定と向上を担う立場から、京都府住生活基本計画に基づいて施
策を推進すべきである。
なお、京都府住生活基本計画は、国が策定する住生活基本計画（全国計画）に即して定
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めるものとされている。

＜京都府総合計画「京都夢実現プラン」（令和元年12月策定）＞
20年後に実現したい京都府の将来像
１．人とコミュニティを大切にする共生の京都府
２．文化の力で新たな価値を創造する京都府
３．豊かな産業を守り創造する京都府
４．環境にやさしく安心・安全な京都府

＜住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月策定予定）＞
国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画
３つの視点から８つの目標を設定
①「社会環境の変化」の視点
目標１ 「新たな日常」やDXの進展等に対応した新しい住まい方の実現
目標２ 頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住宅・住宅地の形成と被災

者の住まいの確保
②「居住者・コミュニティ」の視点
目標３ 子供を産み育てやすい住まいの実現
目標４ 多様な世代が支え合い、高齢者が健康で安心して暮らせるコミュニティの形

成とまちづくり
目標５ 住宅確保要配慮者が安心して暮らせるセーフティネット機能の整備
③「住宅ストック・産業の視点」
目標６ 脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅ストックの形成
目標７ 空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用の一体的推進
目標８ 居住者の利便性や豊かさを向上させる住生活産業の発展

２．住宅政策の方向性と施策の推進について
前述のような住宅・住生活にかかる現状と課題が指摘される一方、府では交通基盤などの

整備の進展を活かして進捗と相まって、各地で産業や交流施設の立地や計画が進められむと
ともに、「もう一つの京都」など地域の活性化に向けた取り組みがも活発に行われている。
また、京都夢実現プランにおいて、「共生の京都府」や「新たな価値の創造」、「環境にや

さしく、安心・安全」といった将来像に向けた取組が進められている。① ②
これらの課題解決、と地域の発展の支援を支えるため、府の将来像実現のため、府民の生

活の基盤である住宅に関し、地域ごとの状況を踏まえた上で、京都府ならではの住宅政策の
方向性を定め、市町村や関係団体等と連携して各種施策を総合的・重点的に推進していくこ
とが必要である。
また、住宅政策のみにとどまらず、他部局との連携を要する施策については、部局間での

十分な認識共有のもと、その推進に努めるべきである。[4]
なお、新型コロナウイルス感染症の影響による生活等の変化への対応については、将来的

な施策の継続の必要性について、慎重に見極めることが重要である。

(1) 子育てに優しい社会を支える住まいづくり・住環境整備
・社会全体での結婚から子育てが終わるまでの切れ目のない支援に向けて、子育てしやすい住
環境の整備を図るべき。

【子育てしやすい住宅の普及促進】
・子育て世帯が基本的に住宅に求めるのは「住宅の広さ・間取り」や「収納の多さ・使い勝手」
であり、これらを備えた住宅確保ができるような支援を図るべき。

・公営住宅においても、住棟や集会所について子育て世帯が利用しやすいような整備を進める
とともに、空き家活用や住棟内住み替えなど、入居制度の柔軟な運用により子育て世帯をサ
ポートする取組を進めるべき。

・子育て世帯の住宅確保に向け、多世代同居・近居も含めた多様な選択ができるような支援も
必要であり、そのための市場の環境整備を検討すべき。

・「子育てにやさしい住宅・住環境ガイドライン」の周知等を通じて、適切な住情報の提供を
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図るべき。
【安心して子どもを産み育てることができる住環境の整備】
・子育て世帯を地域ぐるみでサポートできるよう、共同住宅の共用部分や空き家を子育て支援
活動に活用できるような空間形成の推進と、そのような空間を上手く活用できるよう支援す
るきめ細やかな取組を進めるべき。

・新婚世帯や未婚者を含むこれから子育てする世帯が今後子どもを産み育てることができると
実感できる住宅を確保できるよう、公的・民間賃貸住宅への入居支援などの取組を推進すべ
き。

・コロナ禍を契機とした郊外への移住促進に向けては、時短勤務の働きかけや保育時間の延長
など、労働・保育などの関連部局と連携し、子育て世帯でも移住可能な環境整備の実現に向
けた取組を図るべき。

(2) 高齢者をはじめ、全ての世代が暮らしやすい住まいづくり・住環境整備 ③
【高齢になっても住み慣れたコミュニティの中地域で自立して暮らせる住環境の形成】[5]
・単身高齢者世帯は今後さらに増加する傾向であり、住まいに対する不安やとまどいに寄り添
いながらのサポート、受け皿住宅の確保とともに、福祉部局・団体との連携による見守りや
生活相談の充実等、対象を絞った対策を図るべき。[6]

・低所得高齢世帯への公的・民間賃貸住宅への入居支援を推進すべき。
・高齢者の身体的な特性を考慮した災害・火災対策への取組による不安解消とともに、災害時
に孤立させないためのソフト面からの支援も検討すべき。

・サービス付き高齢者向け住宅等の供給や地域交流拠点の整備等を図るべき。
・高齢者同士や高齢者と若者とが支え合う住まいの仕組みづくりを検討すべき。
・長寿命化はさらに進み、後期高齢化社会への対応の必要性が生じている今、前期高齢者の段
階で住まいの選択が可能なように、現在の住居の情報など、高齢者の多様なニーズに応える
住情報の提供を図るべき。[7] [8]

【高齢になっても安心して暮らせる住宅の普及促進】
・高齢者の各種ニーズに対応した福祉施策との連携強化により、地域における福祉サービスと
も有機的に連携した住宅改修の促進を図るべき。

・バリアフリー改修などの促進のために、助成、融資制度の充実とリバースモーゲージなどの
有効な制度活用に向けた啓発の強化に取り組むべき。また、離れて暮らす身内などでも使い
やすい相談窓口の柔軟な運用を検討すべき。

・有効なリフォーム支援として、高齢期になる前の経済的な余力のある層を対象にすることも
検討すべき。[9]

・リモートによる健康状態の監視や在宅診療といった新しい技術を使った設備の導入など、高
齢者の安心・安全な生活をサポートする住宅の普及についても検討すべき。

・高齢者向け設備の充実は「住宅への投資」という視点からも啓発すべき。

(3) 重層的な住宅セーフティネットにより全ての人が安心して暮らせる住生活の実現 ③
【住宅セーフティネット制度の実効性ある運用】
・居住支援法人相互の連携や情報共有の場を持つことにより、法人のノウハウ蓄積を図り、京
都府独自の施策も担えるよう、その役割や位置づけを強化、明確にすべき。

・要配慮者の入居を拒まない「セーフティネット住宅」について実効性のある制度運用を進め
るべき。

・居住支援協議会を活用した行政・住宅事業者・福祉団体等の連携強化を図るべき。
・市町村ごとなど、地域レベルでの連携に向けた取り組みを強化すべき。
【民間賃貸住宅ストックの活用】
・耐震性などを適切に備えた民間賃貸住宅が安定的に供給される条件を整備するとともに、希
望する住宅への入居が経済的に困難な者への支援をさらに進めるべき。

・賃貸住宅の空き家状況と入居を求める要配慮者のマッチングが円滑に進むように、民間事業
者やＮＰＯ団体との連携を強化し、情報提供窓口などの充実を図るべき。

・高齢者入居等サポーター制度の普及促進による要配慮者への情報提供の推進
【公営住宅等による支援】
・公営住宅の供給においては費用対効果を踏まえた安定的な供給方法の検討と併せ、地域にお
ける公的賃貸住宅全体のストック数や地域特性、需給バランスを踏まえた適正な供給量の検
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討を行うべき。
・要配慮者のニーズに合った住宅供給を行うとともに、管理の適正化や入居制度の柔軟な運用
により、引き続き民間市場との適切な役割分担により住宅セーフティネットを担うべき。

・公営住宅でもインターネット環境整備や宅配ボックスの設置など、コロナ対策の視点からの
取組も検討すべき。

(4) 地域の文化・特性の継承・発展
・気候風土や文化、課題などが地域により様々な京都府内において、地域特性を活かした持続
可能で魅力あるまちづくりを推進すべき。

・京都府は北部から南部まで地域性が異なるため、市町村の意向や地域の住宅事情を把握し、
その主体的な取組支援に繋がる施策を検討すべき。

・市町村が行う空き家バンクと移住促進施策の連携強化を図るべき。
・これまでの先進的な団地再生などの取組で得られたノウハウを汎用化し、他の事業主体への
継承に努めるべき。

・地域の課題に対応し、多様な世代がつながり交流するコミュニティミックスの推進や定住・
移住促進、防災まちづくり等を進めるべき。[10]

・地域力向上や地域コミュニティ活性化を図るための活動を行う各種団体との連携やその活動
支援を進めるべき。

・景観や建築文化など京都の特性を活かした施策の展開や取組支援を進めるべき。

(5) 良好な住宅ストックの形成・維持・継承
【良好なストックの形成と流通】
・地域における既存ストックの活用促進に向け、住環境なども兼ね備えた良質な中古住宅の流
通促進を図るべき。[11]

・耐震化やバリアフリー化、省エネ化、防災性能向上等の住宅改修や一部除却の推進による既
存住宅ストックの質の向上を図るべき。

・建物状況調査(インスペクション)や住宅性能表示制度など、建物の価値が適正に評価される
ための国や民間における各種制度のいっそうの普及促進を図るべき。[11]

・居住者のニーズの変化に応じ、将来の間取りや規模変更が容易な柔軟な発想の平面計画の普
及に努めるべき。

・住みたい地域で、希望者の事情に応じ持ち家や賃貸住宅が選択できるなど、住宅地としての
計画の誘導も施策として検討すべき。[12]

【空き家の発生防止に向けた取組】
・空き家による環境悪化の防止は所有者への啓発が最も重要であり、そのための取組として、
まずは市町村、関係団体との連携強化を図るとともに、不動産事業者への相談誘導なども検
討すべき。[13]

・仮に空き家となっても、地域住民等との連携による見守りや管理による周辺への悪影響防止
を検討すべきであり、先進的な取組事例の他地域への展開も図るべき。[14]

【空き家の有効活用】
・空き家バンクとこれに併用可能な移住や改修などの支援制度の情報をセットでわかりやすく
発信するなど、空き家バンクの活用推進に努めるべき。

・市場において空き家と入居希望者のマッチングが不十分であることを踏まえ、ＮＰＯ団体等
への空き家情報提供など、気軽に相談できる窓口を広げるべき。

・空き家対策に当たっては、地域に密着した拠点施設等としての空き家の活用方策を関係者が
連携して検討すべき。

【コロナ禍や働き方改革を契機とした空き家等の有効活用】
・集合住宅の共用スペースや空き家を、在宅勤務空間として、また地域の交流の場として活用
できるよう検討すべき。

・府営住宅でも、空き家の活用について検討すべき。
・賃貸住宅でも原状回復が容易にできる在宅勤務空間のための住宅改修方法も検討すべき。
【マンション対策】
・今後老朽化するマンショが増える見込みであり、建替えや大規模改修などの支援を検討すべ
き。 [15] ④

・マンション管理適正化計画の策定に向けた市への啓発とともに、府や先進自治体、関係機関
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が情報やノウハウの提供・支援を行うべき。

(6) 脱炭素社会を見据えた環境・エネルギー問題への対応
・新築・改修等を問わずあらゆる段階における長寿命化や府内産材利用の促進をさらに進める
べき。

・長期優良住宅の普及促進や建築文化を活かした省エネルギー化の推進を図るべき。
・住宅における環境対策として、その基本としている断熱、気密性の向上と省エネ性能の高い
設備の導入促進、長寿命化等を柱に、日々の生活や運用面での取組強化という視点も踏まえ
ながら新築・既存住宅いずれにも支援の取組を進めるべき。[16]

・環境対策上高性能な設備導入については、所得層にかかわらずあらゆる世帯で取り組めるよ
うに、公営住宅においても地球全体の環境対策の視点から検討すべき。

・これまでの公営住宅における環境対策の効果を検証し、有効な対策は積極的に活用すべき。
・京町家など、伝統的な住宅が持つ環境面の特性を活かした施策の推進にも取り組むべき。
・断熱性能が不足する住宅が心疾患リスクを増大させるなど、省エネ性能の向上がもたらすヒ
ートショック対策など、健康問題からの意識啓発にも取り組むべき。[17]

・住宅施策からの再生可能エネルギーの導入・活用について検討すべき。
・国政レベルの将来目標（2030年代後半ガソリン車の販売禁止、2050年カーボンニュートラル）
へ地方の住宅政策の立場からどう対応していくかも検討すべき。特に集合住宅におけるＥＶ
の充電設備について導入支援を検討すべき。[18]

【コロナ禍を契機とした住宅性能向上の視点】
・換気や通風を「住宅の性能」としてとらえた視点から、具体的な基準設定や性能向上に向け
た支援制度を検討すべき。

・特に通風は開口部の配置など、建築の計画の中で取り入れる必要が生じていることも踏まえ
て取り組むべき。

・シックハウス対策やＣＯ２対策などの既存の換気基準とは区別された、コロナ対策に特化し
た換気性能のあり方について検討すべき。

・住戸内における各部屋間での遮音性能についてもその必要性は今後着目すべき。[19]

(7) 頻発・激甚化する災害への備え
【防災・減災への取組】
・防災への取組は「地域の防災まちづくり」として住民が自ら取り組むという観点も重視すべ
き。 [20]

・災害の危険性の高い地域の住宅開発・建築の抑制など、地域防災計画や都市計画を踏まえた
防災対策をさらに推進すべき。

・「ハザードマップ」、「水害履歴」、「盛土、切り土」など災害の危険性の高い地域の情報を府
民が把握することは非常に重要であり、不動産取引の場面で、そのような情報が流通する仕
組みづくりそれらの情報が不動産業者などの関係者から府民に確実に伝わるような施策の充
実を検討すべき。 [21] [22]

・府民がハザードマップの情報を得やすいように、公開状況や取得方法の周知を強化すべき。
[23]

・浸水情報はハザードマップだけでなく、身近な支川や農業用水など、きめ細かな情報の充実
を図るべき。 [24]

・危険性の高い宅地の既存居住者に対する実効性のある移転促進制度の検討とともに、移転完
了前の災害発生を見越し、地域コミュニティの移転も含めた事前復興計画を検討すべき。

・住宅の耐震診断、耐震改修の推進と併せて、簡易改修や耐震シェルターなどの制度活用に向
けた周知活動を強化すべき。

・高齢者など要配慮者に対する安全な住まいへの意識啓発や支援は特に重要であり、これらに
特化した施策も強化すべき。

・府営住宅など公的賃貸住宅団地における災害対策（雨水貯留施設の設置等）を進め、地域全
体の役割分担の中で地域防災への貢献を推進すべき。 [25]

・コロナ禍を契機とした外出の自粛等に伴い、デジタル技術を活用した地域コミュニティの維
持やオンラインによる防災訓練など災害対策の取組にも反映すべき。

【災害発生時における被災者の住まいに対する取組】
・被災者に対する応急的な住宅の提供には既存ストック活用や感染症対策の視点も踏まえるべ
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き。
・公的賃貸住宅をはじめ、集合住宅においては、浸水時に上階へ避難する「垂直避難」にも資
する取組を図るべき。 [26] [27]

【被災地の復興への取組】 [28]
・被災住宅の復興に向けた助成・融資制度については、例えば住宅金融支援機構の「災害復興
住宅融資」の窓口である民間金融機関との日常的な情報交換や連携など、発災後の円滑な実
施に向けた取組を図るべき。

・災害発生時の住宅再建に向けた関係団体との連携について、マニュアル整備や平時からの訓
練などに努めるべき。

・食物、物資、エネルギー等を住宅単体・共同で確保し、災害による停電、断水時等にも居住
継続が可能な住宅・住宅地のレジリエンス機能の向上について検討すべき。 [29]

(8) 住まいの多様な情報が身近にある環境
・住情報の発信は多様な媒体を活用し、必要な人に必要な情報が的確に届くような仕組みを検
討すべき。

・発信元の一元化による総合的な情報と各主体の役割分担による、より専門的な情報が得られ
るよう、府民に分かりやすい情報発信体制の構築を検討すべき

・住まいに関する相談については、府民がそれぞれの事情に応じ、身近な場所・窓口・方法で
できるよう、府と市町村・事業者・関係団体・ＮＰＯなどの連携を強化すべき。

・住教育に関しては、年齢や学年に応じ、住宅を「自らの身近な問題」として、また「地域の
問題」として考える機会の提供という観点で取り組むべき。

・住教育については個々の住民が地域コミュニティの一員として住み続ける際に必要な地域コ
ミュニティ活動や区分所有による合意形成の困難さを伴う居住ルールなど、幅広な取組を行
うべき。

３．住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進のあり方について
京都府における住宅確保要配慮者の住宅確保は依然として様々な課題があり、要配慮者に

対する賃貸住宅の供給と円滑な入居のための取組をいっそう推進するため、京都府住生活基
本計画の見直しに合わせ、京都府では「京都府賃貸住宅供給促進計画」を策定することとさ
れている。
また、京都の特徴でもある学生なども含め、困窮世帯への居住支援は、単に住宅の確保に

とどまらず「定住」や「地域づくり」など、誰もが生き生きと暮らし幸せを実感できる「共
生の京都府」の実現の第一歩にもなることを踏まえ、本項では重層的なセーフティネットの
構築について、さらに施策の方向性を示すものである。① ② ⑤
住宅セーフティネットについては、社会情勢の変化や賃貸住宅市場の動向等を踏まえつつ、

公営住宅、その他の公的賃貸住宅及び民間賃貸住宅がその役割を分担・補完しながら重層的
かつ柔軟に構築されることが望ましい。
また、京都の特徴でもある学生なども含め、困窮世帯への居住支援は、「定住」や「地域

づくり」など、誰もが生き生きと暮らし幸せを実感できる「人とコミュニティを大切にする
共生の京都府」の実現の第一歩であるという認識が重要である。なお、同計画の策定及び施
策の推進については、京都府の社会情勢の変化や賃貸住宅市場の動向等を踏まえつつ、
また、要配慮者の属性を十分理解した上で、住宅部局だけでなく福祉部局や市町村、関連

団体との連携の下で進めていくことが必要である。

(1) 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標について
【住宅確保要配慮者の範囲】
・要配慮者の範囲については、多様な属性の世帯の賃貸住宅へのニーズ及び入居実態を把握の
上、広く対象にすることを基本とするが、支援に当たっては「明確な基準」や「公平性確保」
など慎重に検討すべき。

・「子育て世帯」や「高齢者世帯」、「障害者世帯」等に加え、「子育て環境日本一」を目指す京
都府としては、「妊婦」もは積極的に要配慮者の対象として検討支援すべき。⑥

・その他の属性についても、引き続きその実情を見ながら対象に追加することを検討すべき。
【賃貸住宅の供給の目標】
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・住生活基本計画や公営住宅等長寿命化計画と整合し、できるだけ定量的に定めるべき。

(2) 目標達成のために必要な事項
【公的賃貸住宅の供給の促進】
・公営住宅は民間賃他住宅が不足する地域での居住の安定を担うとともに、定住促進や地域活
性化などの施策効果にも注目し、市町村や地元住民が実施する地域のまちづくりとの連携の
視点も踏まえて供給すべき。

・公営住宅の整備に当たっては、子育て世帯、高齢者世帯などの福祉施設併設などによる周辺
地域の居住環境向上の視点も考慮すべき。

・その他の公的賃貸住宅は公営住宅を補完する賃貸住宅として供給が図られるものであるが、
その役割として多様な世代によるコミュニティミックスミクストコミュニティの実現など、
地域のまちづくりや活性化への寄与も図られるべき。⑦

・高齢者や障害者以外の単身の低額所得者なども含め、要配慮者のニーズに合った住宅供給を
行うとともに、管理の適正化や入居制度の柔軟な運用により、引き続き民間市場との適切な
役割分担により住宅セーフティネットを担うべき。

・住棟や集会所について子育て世帯が利用しやすいような整備を進めるとともに、空き家活用
や住棟内住み替えなど、入居制度の柔軟な運用により子育て世帯をサポートする取組を進め
るべき。【再掲】

・単身高齢者世帯は今後さらに増加する傾向であり、住まいに対する不安やとまどいに寄り添
いながらのサポート、受け皿住宅の確保とともに、福祉部局・団体との連携による見守りや
生活相談の充実等、対象を絞った対策を図るべき。【再掲】

【民間賃貸住宅への円滑な入居】
・高齢者等入居サポーターを活用するなど、要配慮者の入居を拒まない「セーフティネット住
宅」の登録促進に向け、ニーズや課題の把握とともに賃貸人への啓発を進めるべき。⑧

・啓発に当たっては要配慮者に対する賃貸人等への不安感の解消も課題であり、不安感を減ら
す仕組みづくりに向け、まずは入居者支援などのソフト対策を検討すべき。⑧

・高齢者や外国人、ＬＧＢＴなどの住宅確保要配慮者の入居の促進のためには、これらのもの
に対する賃貸人等の差別意識をなくす啓発にも取り組むべき。⑨

・耐震性を含め必要な設備を適切に備えた民間賃貸住宅が安定的に供給されるようなインセン
ティブを検討するとともに、希望する住宅への入居が経済的に困難な者への支援をさらに進
めるべき。

・賃貸住宅の空き家対策の効果も期待できる「空き家と入居を求める要配慮者のマッチング」
が円滑に進むように、居住支援協議会を活用した行政・住宅事業者・福祉団体等や、さらに
はＮＰＯ団体等との連携を強化し、情報提供窓口などの充実を図るべき。

・行政や居住支援協議会との連携の下で、居住支援法人相互の情報共有の場を持つことにより、
法人のノウハウ蓄積を図り、京都府独自の施策も担えるよう、その役割や位置づけを強化、
明確にすべき。

・子育て世帯やＵＩＪターンなどニーズが様々な属性の住宅確保要配慮者に対しては、一元的
なニーズ、課題の把握ができないことから、居住支援法人も活用し、個々の実情や属性に応
じた課題把握に努め、入居支援をの手法も検討すべき。⑧

・子育て世帯の住宅確保に向け、多世代同居・近居も含めた多様な選択ができるような支援も
必要であり、そのための市場の環境整備を検討すべき。【再掲】

【登録住宅の面積基準の強化・緩和】
・登録住宅の面積基準に関しては、府内の活用可能な賃貸住宅ストック数を踏まえ、独自基準
による強化・緩和の必要性は少ないが、ストックの地域差の考慮や、設備共用のない一般的
な住宅の面積基準(25㎡以上)が単身世帯にも適切かについては検討しておくべき。

【賃貸住宅の管理の適正化】
・耐震性不足など災害に弱い住宅には要配慮者が居住している例が比較的多く、耐震改修に対
する補助や低利融資などを活用した補強や住み替えなどの啓発と実現の仕組みが必要
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